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第１章 総則 

 

１ 計画の目的 

本計画は、東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所（以下「原子力発電

所」という。）において、原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号、以下「原

災法」という。）に定める原子力災害が発生若しくは発生するおそれがある場合に備え、柏

崎市地域防災計画（原子力災害対策編）に基づき、市域を越える広域的な避難に必要な体制

等を構築することを目的とする。 

 

２ 計画の基本方針 

本計画は、原子力発電所の事故の進展状況に応じて決定される緊急事態区分とその判断基

準である緊急時活動レベル（ＥＡＬ：Emergency Action Level）、放射性物質放出後の防護

措置実施の判断基準である運用上の介入レベル（ＯＩＬ：Operational Intervention Level）

に応じて、段階的に避難等の指示がなされることを想定する。 

本計画は、緊急時における情報連絡体制、住民及び一時滞在者（以下「住民等」という。）

の避難体制、避難行動要支援者等の避難体制、複合災害時の対応等、原子力災害時のとるべ

き避難等の防護措置について基本的な方針を定めるものとする。  

 

３ 計画の修正 

    本計画は、現時点における考え方及び具体的な対応等をまとめたものであり、今後、国、

県、関係市町村及び防災関係機関との調整結果や原子力防災訓練での検証を踏まえるととも

に、原災法及び関係法令並びに原子力災害対策指針の改正や、防災基本計画、新潟県地域

防災計画（原子力災害対策編）並びに柏崎市地域防災計画（原子力災害対策編）の修正に

より随時修正又は更新を行っていくものとする。 

また、柏崎刈羽地域原子力防災協議会が定める「柏崎刈羽地域の緊急時対応」及び県が定

める「新潟県原子力災害広域避難計画」との整合性を図るものとする。 
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第２章  原子力災害対策の基本事項 

１ 原子力災害に対応するための防護措置 

原子力災害とは、原子力施設の事故等に起因する放射性物質又は放射線の異常な放出に

より生じる被害を意味する。 

原子力災害が発生した場合、原子力発電所における事故の状況や環境の放射線量を踏ま

え、国、県及び市は連携して、住民等に対し以下の防護措置を実施する。 

なお、事態の進展、区域に応じて、複数の防護措置を組み合わせて実施する。 

 

(1) 避難及び一時移転 

住民等が一定量の被ばくを受ける可能性がある場合にとるべき防護措置であり、放射性

物質又は放射線の放出源から離れることにより、被ばくの低減を図るもの。 

原子力施設等の事故の状況や環境の放射線量により、以下の２通りが原子力災害対策指

針において規定されている。 

① 避難 

空間放射線量率等が高い又は高くなるおそれがある地点から速やかに離れるため

緊急に実施するもの。 

② 一時移転 

緊急の避難が必要な場合と比較して空間放射線量率等は低い地域ではあるが、日常

生活を継続した場合の無用の被ばくを低減するため、一定期間（一週間程度）の内に

当該地域から離れるため実施するもの。 

(2)  屋内退避 

自宅や公共施設内などの屋内に退避することで、呼吸等による放射性物質の体内への取

り込みを抑制するとともに、屋外の放射性物質からの放射線を遮へいすることにより被ば

くの低減を図る防護措置。 

なお、長期間の屋内退避は生活に支障が出るため、原子力発電所の事故の進展や放射性

物質の放出状況などを踏まえ、適切に屋内退避措置の緩和・解除や避難若しくは一時移転

を実施する必要がある。 

(3)  安定ヨウ素剤の服用 

放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくの予防又は低減をするため、安定ヨウ素剤を服

用するもの。原則として原子力規制委員会が服用の必要性を判断し、国、県又は市の指示

に基づいて服用する。 

(4)  避難退域時検査及び簡易除染 

避難退域時検査は、吸入及び経口摂取（口から摂取すること）による内部被ばくの抑制

及び皮膚被ばくの低減、汚染の拡大防止を目的として実施する。専用の放射線測定器によ

って住民の身体や物品等に付着した放射性物質による汚染の程度を把握して、一定以上の

放射性物質が検出された場合は簡易除染（放射性物質を取り除くこと）を行う。 
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(5)  飲食物の摂取制限 

飲食物中の放射性核種濃度の測定を行い、一定以上の濃度が確認された場合に、該当す

る飲食物の摂取を回避することで経口摂取による内部被ばくの低減を図る防護措置。飲食

物の摂取制限を実施した際、必要に応じて摂取制限が措置されている区域に対し、代替と

なる放射性物質により汚染されていない飲食物を提供するための体制を構築する必要が

ある。 

(6) 原子力災害医療 

汚染や被ばくの可能性のある傷病者に対して、あらかじめ整備した医療体制に基づいて

医療処置等を円滑に行う。 

(7) 感染症の流行下での防護措置 

・感染症（新型インフルエンザ等対策特別措置法第２条第１項に定める新型インフルエン

ザ等を指す。）の流行下において、原子力災害が発生した場合、住民等の被ばくによるリ

スクとウイルスの感染拡大によるリスクの双方から、住民の生命・健康を守ることを最

優先とする。 

・避難又は一時移転を行う場合には、その過程（避難車両等）又は避難先（避難所等）な

どにおける感染拡大を防ぐため、感染者とそれ以外の者との分離、人と人との距離の確

保、マスクの着用、手洗いを含む手指衛生等の感染症対策を実施する。 

・なお、具体的な感染症対策については、新型コロナウイルス感染拡大を踏まえた感染症

の流行下での原子力災害時における防護措置の実施ガイドライン（内閣府（原子力防災

担当）、令和２年１１月）を参考に実施するものとする。 
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２ 原子力災害対策重点区域の範囲 

本市では、市内全域を原子力災害対策重点区域としている。 

更に原子力発電所からの距離に応じてＰＡＺ（Precautionary Action Zone：予防的防護

措置を準備する区域）とＵＰＺ（Urgent Protective action Planning Zone：緊急防護措置

を準備する区域）に区分し、対象とする地域は、原子力発電所からおおむね半径３０ｋｍ圏

内の次に掲げる地区（コミュニティを単位）とし、その範囲は次のとおりとする。 

 

表２－１ 原子力災害対策重点区域の範囲と人口 

令和８年(２０２６年)４月１日現在 

原子力災害対策を実施すべき地域の範囲 
人口

（人） 

ＰＡＺ 

原子力発電所を中

心とするおおむね

半径５ｋｍ圏 

高浜地区、荒浜地区、松波地区、 

南部地区、二田地区、中通地区、 

西中通地区 

計 ７地区  

13,567 

ＵＰＺ 

原子力発電所を中

心とするおおむね

半径５～３０ｋｍ

圏 

西山地区、北鯖石地区、北条地区、 

中央地区、比角地区、田尻地区、 

大洲地区、鯨波地区、上米山地区、 

剣野地区、枇杷島地区、半田地区、 

高田地区、中鯖石地区、南鯖石地区、 

米山地区、上条地区、別俣地区、 

野田地区、高柳地区 

計２０地区  

60,692 

  合  計 74,259 

 

  



   

────────────────── 2－4 ────────────────── 

ＰＡＺ 

（ピンク色部） 

北 

北北西 

ＵＰＺ 

（青色部） 

北西 

西北西 

西 

西南西 

南西 

南南西 

南 

南南東 

南東 

東南東 

北北東 

北東 

東 

東北東 

5km 10km 

20km 

30km 

刈羽村 

柏崎刈羽原子力発電所 

図２－１ 原子力災害対策重点区域の範囲 

 

 

 

 

 

  



   

────────────────── 2－5 ────────────────── 

３ 防護措置の実施基準 

原子力発電所で事故が発生した際は、住民等の無用な被ばくを避けるよう、初期段階から

原子力発電所の状況や放射性物質の拡散（原子力災害の発生）状況などを把握するとともに、

その状況に応じ適切に避難等の防護措置を準備又は実施しなければならない。 

 

(1)  緊急事態の段階 

緊急事態においては、事態の進展に応じて、関係者が共通の認識に基づき意思決定を行

うことが重要である。 

特に、初期対応段階においては、福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、放射性物

質の放出開始前から必要に応じた防護措置を講じる必要がある。 

 

表２－２ 緊急事態の段階 

 

 

緊急事態に 

対する準備 
緊急時対応 復旧 

準備段階 初期対応段階 中期対応段階 復旧段階 

原子力事業者、国、

地方公共団体等がそ

れぞれの行動計画を

策定して関係者に周

知し、訓練等で検証・

評価し、改善する。 

放射線被ばくによる

重篤な確定的影響を

回避・最小化するとと

もに確率的影響のリ

スクを低減するた

め、迅速な防護措置

等の対応を行う。 

環境放射線モニタリ

ングや解析により放

射線状況を十分に把

握し、防護措置の変

更・解除や長期にわ

たる防護措置の検討

を行う。 

被災した地域の長期

的な復旧策の計画に

基づき、通常の社会

的・経済的活動への

復帰の支援を行う。 

 

(2)  緊急事態の初期対応段階における防護措置の考え方  

原子力災害対策指針では、初期対応段階において適切に防護措置を実施するために次の

３つの緊急事態区分が設定され、各事態においてとるべき防護措置が決められている。 

① 警戒事態（ＡＬ：Alert） 

その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではないが、原子力

発電所において異常事象の発生又はそのおそれがあるため、情報収集や、ＰＡＺの施設敷

地緊急事態要避難者の避難等の予防的防護措置の準備を開始する必要がある段階。 

市は、直ちに必要な要員を参集し、原子力発電所の状況等の情報収集、連絡体制を構築

し、住民等への情報伝達を行う。また、ＰＡＺの施設敷地緊急事態要避難者に対し、避難

準備を開始するよう指示するとともに、事態の進展に備え、市内全域に対し、速やかに帰

宅し今後の情報に注意するよう呼び掛ける。 

 

事態の進展 
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ＰＡＺにおいて、次のいずれかに該当する者を施設敷地緊急事態要避難者という。 

○ 要配慮者（注）のうち、避難の実施に通常以上の時間がかかるもの 

○ 妊婦、授乳婦、乳幼児及び乳幼児とともに避難する必要のある者 

○ 安定ヨウ素剤を服用できないと医師が判断した者 

   

（注）「要配慮者」とは、災害対策基本法第８条第２項第１７号に定める高齢者、障がい

者、乳幼児その他の特に配慮を要する者をいい、難病患者、施設入所者、外国人、妊

婦、授乳婦及び乳幼児の保護者等を含む。 

なお、これ以降、本計画においては施設敷地緊急事態要避難者を「ＳＥ要避難者」

と記載する。 

 

 

② 施設敷地緊急事態（ＳＥ：Site Area Emergency） ※原災法第１０条事象に該当 

原子力発電所において公衆に放射線による影響をもたらす可能性のある事象が生じた

ため、原子力発電所周辺において緊急時に備えた避難等の予防的防護措置の準備を開始す

る必要がある段階。 

市は、ＰＡＺのＳＥ要避難者の避難を実施するとともに、住民等へ避難準備を開始する

よう指示する。また、ＵＰＺの住民等に対し、屋内退避の準備を開始するよう指示する。 

 

③ 全面緊急事態（ＧＥ：General Emergency） ※原災法第１５条事象に該当 

原子力発電所において公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象が生じた

ため、重篤な確定的影響を回避し又は最小化するため、及び確率的影響のリスクを低減す

るため、迅速な防護措置を実施する必要がある段階。 

市は、ＰＡＺの全ての住民等の避難や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防護措置を実施す

る。また、ＵＰＺにおいては、全ての住民等の屋内退避を実施する。なお、事態の規模、

時間的な推移に応じて、ＰＡＺと同様、避難等の予防的防護措置を講ずることが必要とな

る場合がある。 

  

施設敷地緊急事態要避難者 
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図２－２ 緊急事態の初期対応段階における体制整備と防護措置等 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「新潟県原子力災害広域避難計画」から抜粋） 

警戒事態

（ＡＬ）

施設敷地緊急事態

（ＳＥ）

全面緊急事態

（ＧＥ）

原災法第１０条 

に基づく通報 

原災法第１５条 

に基づく報告 

【体制整備等】 

○要員参集 

○情報収集 

  etc. 

【防護措置等】 

○ＰＡＺ内のＳＥ要避難

者の避難準備 

○平常時モニタリングの

強化 

         etc. 

【体制整備等】 

○国、他県への応援要請 

○住民等へ注意喚起 

 etc. 

【防護措置等】 

○ＰＡＺ内の対応 

・ＳＥ要避難者の避難実

施 

・住民等の避難準備 

・安定ヨウ素剤の服用準備 

○ＵＰＺ内は屋内退避準備 

○緊急時モニタリング実施   

etc. 

【体制整備等】 

○要員追加参集 

○住民等へ情報伝達 

etc. 

【防護措置等】 

○ＰＡＺ内の対応 

・住民等の避難実施 

・安定ヨウ素剤の服用 

○ＵＰＺ内は屋内退避実施 

○緊急時モニタリング実施 

         etc. 

緊急事態宣言 
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(3)  事故等発生から全面緊急事態までの防護措置の基準 

放射性物質放出前の避難等の防護措置に係る指示の内容や発出時期については、原子力

災害対策指針に基づき、原子力発電所の状況に応じた緊急事態区分及び発電所からの距離

（ＰＡＺとＵＰＺ）に応じて、段階的に実施するものとする。 

原子力事業者は、原子力発電所の状況がどの緊急事態に区分されるかを判断する基準と

して、緊急時活動レベル（ＥＡＬ：Emergency Action Level）を設定することとされてお

り、それぞれの事態に該当する事象が発生した場合には、国、県及び市に連絡又は通報し

なければならない。なお、原子力発電所におけるＥＡＬの具体的事象の設定については、

原子力災害対策指針に基づき、東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」と

いう。）が原子力事業者防災業務計画に定めている。 

 

表２－３ 緊急時活動レベル（ＥＡＬ）と判断基準 

 

 緊急時活動レベル（ＥＡＬ）と判断基準（例） 

緊

急

事

態

区

分 

警戒事態 

（ＡＬ） 

・ 原子炉の運転中に原子炉への全ての給水機能が喪失 

・ 原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が水位低設定値まで低下 

・ 本市又は刈羽村において、震度６弱以上の地震が発生 

施設敷地 

緊急事態 

（ＳＥ） 

原災法第１０条の通報すべき基準に該当 

・ 原子炉の運転中に全ての給水機能が喪失し、高圧の非常用炉心冷却

装置による注水が直ちにできない 

・ 全非常用交流電源が喪失し、その状態が３０分以上継続 

全面 

緊急事態 

（ＧＥ） 

原災法第１５条の原子力緊急事態宣言発令の基準に該当 

・ 原子炉の非常停止が必要な場合において、全ての停止操作により原

子炉の停止ができない 

・ 原子炉の運転中に全ての給水機能が喪失し、全ての非常用炉心冷却

装置による注水が直ちにできない 
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図２－３ ＥＡＬに応じた防護措置のフロー 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事態の進展（放射性物質は放出していない） 

警戒事態 

（ＡＬ） 

施設敷地緊急事態 

（ＳＥ） 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 

避難、一時移転、避難 

退域時検査及び簡易除

染の準備 

 

PAZ 

UPZ 

UPZ外 

ＳＥ要避難者の 

避難準備 

ＳＥ要避難者の 

避難実施 

への

ＳＥ要避難者の 

避難受入 

放出 

（原子力災害対策指針の一部をイメージ化） 
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(4)  放射性物質放出後の防護措置の基準 

放射性物質放出後の避難等防護措置にかかる指示の内容や発出時期について、原子力災

害対策指針に基づき、緊急時モニタリングによる測定結果等をＯＩＬ（Operational 

Intervention Level）に照らし合わせ、必要な防護措置を行うものとする。 

ＯＩＬとは、放射性物質の放出後、観測可能な指標に基づき防護措置を迅速に実行でき

るように、防護措置の実施を判断する基準として、空間線量率等の原則計測可能な値で表

される運用上の介入レベルのことである。 

放射性物質の放出後は、その拡散により比較的広い範囲において空間放射線量率等の高

い地点が発生する可能性がある。このような事態に備え、国及び県は放射線量を測定する

緊急時モニタリングを迅速に行い、その測定結果をＯＩＬに照らして、地区ごとに避難や

一時移転、飲食物摂取制限、安定ヨウ素剤の服用指示などの必要な措置の判断を行う。 

図２－４ ＯＩＬに応じた防護措置のフロー 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    （原子力災害対策指針の一部をイメージ化） 

 

放射性物質の放出後の経過 

数時間 

以内 

UPZ 

UPZ外 

1日 

以内 

数日 

以内 

1週間 

以内 

1ヶ月 

以内 

屋 内 退 避 
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表２－４  ＯＩＬと防護措置について 

 

基準の種類 基準の概要 初期設定値 防護措置の概要 

緊
急
防
護
措
置 

ＯＩＬ１ 

地表面からの放射線、再浮遊した

放射性物質の吸入、不注意な経口

摂取による被ばく影響を防止す

るため、住民等を数時間内に避難

や屋内退避等させるための基準 

500μSv/h 

 

（地上１m で計測した場合 

の空間放射線量率  ） 

数時間内を目途に

区域を特定し、避

難等を実施。(移動

が困難な者の一時

屋内退避を含む） 

ＯＩＬ４ 

不注意な経口摂取、皮膚汚染から

の外部被ばくを防止するため、除

染を講ずるための基準 

β線：40,000 cpm 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

避難又は一時移転

の基準に基づいて

避難等した避難者

等に避難退域時検

査を実施して、基

準を超える際は迅

速に簡易除染等を

実施。 

β線：13,000cpm 

【１ヶ月後の値】 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

早
期
防
護
措
置 

ＯＩＬ２ 

地表面からの放射線、再浮遊した

放射性物質の吸入、不注意な経口

摂取による被ばく影響を防止す

るため、地域生産物の摂取を制限

するとともに、住民等を 1 週間程

度内に一時移転させるための基

準 

20μSv/h 

 

（地上１m で計測した場合 

の空間放射線量率  ） 

１日内を目途に区

域を特定し、地域

生産物の摂取を制

限するとともに１

週間程度内に一時

移転を実施。 

飲
食
物
摂
取
制
限 

飲食物に係
るスクリー
ニング基準 

ＯＩＬ６による飲食物の摂取制

限を判断する準備として、飲食物

中の放射性核種濃度測定を実施

すべき地域を特定する際の基準 

0.5μSv/h 

 

（地上１m で計測した場合 

の空間放射線量率  ） 

数日内を目途に飲

食物中の放射性核

種濃度を測定すべ

き区域を特定。 

ＯＩＬ６ 

経口摂取による被ばく影響を防

止するため、飲食物の摂取を制限

する際の基準 

核種 
飲料水 

牛乳・乳製品 

野菜類、穀
類、肉、卵、
魚、その他 

１週間内を目途に

飲食物中の放射性

核種濃度の測定と

分析を行い、基準

を超えるものにつ

き摂取制限を迅速

に実施。 

放射性ヨウ素 300Bq/kg 2,000Bq/kg 

放射性セシウム 200Bq/kg 500Bq/kg 

プルトニウム及

び超ウラン元素

のアルファ核種 

1Bq/kg 10Bq/kg 

ウラン 20Bq/kg 100Bq/kg 

 

  

※１ 

 

※２ 

 

※２ 

 

※２ 

 

※１ 「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性核種組成が明確になっ

た時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改定される。 

※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用に当たっては、空間放射線量率計

測機器の設置場所における線量率と地上１ｍでの線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補正する

必要がある。ＯＩＬ１については緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩ

Ｌ１の基準値を超えた場合、ＯＩＬ２については、空間放射線量率の時間的・空間的な変化を参照しつ

つ、緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えたときか

ら起算して概ね１日が経過した時点の空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えた場合に、

防護措置の実施が必要であると判断する。 

（原子力災害対策指針から抜粋） 
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４ 市の体制 

 

(1)  原子力災害対策本部等の設置 

市は、緊急時には、災害対策基本法に基づく災害対策本部（原子力災害対策本部）又

は柏崎市危機管理指針に基づく警戒本部（原子力災害警戒本部）を設置し、対応に当た

る。 

また、原子力災害警戒本部の設置に至らないような事故や事象等が発生した場合で

も、住民等の不安や動揺等の緩和を図るため、東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所

周辺地域の安全確保に関する協定書（以下「安全協定」という。）及び柏崎市危機管理指

針に基づき適切に対応する。 

 

(2)  活動体制及び設置基準 

①原子力災害警戒本部の設置  

第１次配備態勢の設置基準に該当したときは、市長を本部長とする原子力災害警戒本部

を設置する。 

 ②原子力災害対策本部の設置 

第２次配備態勢の設置基準に該当したときは、市長を本部長とする原子力災害対策本部

を設置する。 

 ③原子力災害現地対策本部の設置 

  原子力災害対策本部の設置と同時に、副市長を本部長とする原子力災害現地対策本部

を新潟県柏崎刈羽原子力防災センター（以下「原子力防災センター」という。）に設置す

る。 
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表２－５  原子力災害対策本部等の設置基準 

 

態 勢 活動体制 設置基準 緊急事態区分 

第１次

配備 

原子力災害 

警戒本部 

○ 本市又は刈羽村で、震度５弱又は震度５強を

観測する地震が発生したとき 
情報収集事態 

○ 本市又は刈羽村で、震度６弱以上を観測する

地震が発生したとき 

○ 本市又は刈羽村の沿岸を含む津波予報区で、

大津波警報が発表されたとき 

○ 発電所周辺の環境放射線モニタリングによ

って、空間放射線量率が１μSv/hを超える数値

を検出したとき 

○ 安全協定に基づく異常時の連絡等により、警

戒事態に該当する重要な故障が認められると

き 

○ その他市長が必要と認めたとき 

警戒事態 

（ＡＬ） 

第２次

配備 

原子力災害 

対策本部 

 

原子力災害 

現地対策本部 

○ 発電所の事故により原災法第１０条に基づ

く通報があったとき 

施設敷地緊急

事態 

（ＳＥ） 

○ 原災法第１５条に定める原子力緊急事態宣

言発令の基準に達したとき 

○ その他市長が必要と認めたとき 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 
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第３章 緊急時における情報連絡体制 

１ 緊急時における情報の流れ 

市は、安全協定に基づき、原子力発電所における異常事象の発生及び対応状況、事態の進

展等に関する通報連絡を直接受けることとなっている。 

また、緊急時には、国、県、東京電力並びにＰＡＺ及びＵＰＺの市町村等を専用回線で結

ぶテレビ会議システムにより国の原子力災害対策本部からの指示等を即時に受けることが

できるほか、原子力防災センター内に原子力災害現地対策本部を設置し、同センター内に設

置される現地事故対策連絡会議又は原子力災害合同対策協議会において、各関係機関の情報

を相互に共有し、防護措置の実施等対応に当たる体制となっている。 

 

図３－１ 主な情報の流れ 
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図３－２ 国・県・原子力事業者等との情報伝達・共有体制（原子力防災ネットワーク） 

 

※ＯＦＣ＝オフサイトセンター。原子力災害時に、関係者が情報共有しながら原子力防災対策

を講じていくための現地拠点。 

 

（「新潟県原子力災害広域避難計画」から抜粋） 

ＵＰＺ市町 

ＯＦＣ内 

自治体ブース 

新潟県庁 

ＰＡＺ市村 

（地域振興局等を含む） 

ＵＰＺ市町 

（地域振興局等を含む） 

 

他県ＯＦＣ 

原子力 

防災センター 

（ＯＦＣ） 
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表３－１ 事態区分における主な連絡内容 

 

緊急事態区分 発信元 主な連絡内容 

警戒事態 

（ＡＬ） 

東京電力 ・警戒事態に該当する旨、発電所等の状況 

国 ・国からの連絡事項 

県 ・新潟県の対応状況、ＰＡＺの対応状況 

県･OFC ・環境放射線モニタリング情報 

国･県･ 

市町村 

・ＰＡＺ内のＳＥ要避難者の避難準備要請及びその状

況 等  

施設敷地緊急事態 

（ＳＥ） 

【原災法第１０条事象】 

東京電力 ・施設敷地緊急事態に該当する旨、発電所等の状況 

国 
・国からの連絡事項 

・緊急時モニタリング情報 

県 ・新潟県の対応状況、ＰＡＺの対応状況 

県･OFC ・緊急時モニタリング情報 

国･県･ 

市町村 

・ＰＡＺ内の避難準備要請及び安定ヨウ素剤の服用準

備指示 

・ＰＡＺ内のＳＥ要避難者の早期避難要請 

・ＵＰＺ内の屋内退避準備要請 等 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 

【原災法第１５条事象】 

東京電力 ・全面緊急事態に該当する旨、発電所等の状況 

国 
・緊急事態宣言発出の連絡、国からの連絡事項 

・緊急時モニタリング情報 

県 ・新潟県の対応状況、ＰＡＺの対応状況 

県･OFC ・緊急時モニタリング情報 

国･県･ 

市町村 

・ＰＡＺ内の避難指示及び安定ヨウ素剤の服用指示 

・ＵＰＺ内の屋内退避指示及び安定ヨウ素剤の服用準

備指示 

・ＰＡＺ住民等のＵＰＺ外への避難受入要請 等 

※網掛けの情報が各事態における最初の情報となる。 

（「新潟県原子力災害広域避難計画」から抜粋、柏崎市修正） 
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２ 避難等指示の考え方 

 

(1)  避難等指示の区域 

避難等指示の区域は、地区コミュニティを単位とし、本章の原子力災害対策重点区域の

範囲に基づくものとする。 

 

(2)  避難等指示 

市長は、国又は県から避難等の指示又は要請があったときには、国、県と連携し、避難

等の指示をするものとする。 

緊急を要するときには、国又は県からの指示等を待つことなく、避難等の指示をするも

のとする。 

表３－２ 事態区分における主な避難等防護措置の概要 

緊急事態 

区分 
ＰＡＺ ＵＰＺ 

警戒事態 

（ＡＬ） 

  

施設敷地 

緊急事態 

（ＳＥ） 

  

全面緊急 

事態 

（ＧＥ） 

 

 

防護措置の 

実施を判断 

する基準 

（ＯＩＬ） 

 

 

※1μSv/h＝0.001mSv/h＝0.000001 Sv/h 

○住民等への注意喚起 

○市内全域に速やかな帰宅を要請 

○ＳＥ要避難者への避難準備を指示 

○住民等への注意喚起 

○市内全域に速やかな帰宅を要請 

○住民等は避難準備 ○住民等は屋内退避準備（早めの帰宅等） 

○ＳＥ要避難者は避難実施 

○学校・保育園等に残った児童等は教

職員の引率のもと避難実施 

○学校・保育園等は屋内退避準備 

保護者への児童等の引渡しを継続 

○住民等は避難を実施 

○住民等は避難を継続実施 

○屋内退避を実施。避難準備を行う。 

（原子力発電所の状況や PAZの避難状況を 

踏まえ、予防的避難を行うことも検討） 

○500µSv/h を超える区域を特定し避難を 

実施 

○20µSv/h を超える区域を特定し飲食物

摂取制限と共に 1 週間以内に一時移転

を実施 

○学校・保育園等は屋内退避を実施 

保護者への児童等の引渡しを継続 

○学校・保育園等は保護者に児童等の

迎えを要請し引渡す 

○学校・保育園等は保護者に児童等の

迎えを要請し引渡す 
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３ 住民等への情報伝達体制 

市は、原子力発電所からの事故等に関する情報や、国や県からの避難及び避難準備等に関 

する指示又は要請があったときは、住民等への広報や関係機関に対する連絡を速やかに行う

ものとする。 

 

図３－３ 市の情報連絡体制 
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４ 住民等への広報 

市は、原子力事故が発生した場合には、住民等が混乱せず、事故の状況に応じた適切な防

護措置を実施できるよう、防災行政無線、緊急告知ラジオ、緊急速報メール・エリアメール、

防災情報メール（要登録）、市ホームページ、柏崎市公式ＳＮＳ、ＦＭピッカラ（周波数７

６．３ＭＨｚ）、広報車及び各報道機関を通じた情報発信など、多様な情報伝達手段を活用

し、正確かつ分かりやすい内容で迅速に住民等に広報を行う。 

また、市原子力災害対策本部の指示や要請等を、各地区自主防災会を通じて住民等に伝達

するとともに、各地区の状況や要望等を本部に連絡する情報連絡員として、各地区コミュニ

ティセンターに市職員（緊急時地区派遣隊）を派遣する。 

 

(1) 広報のタイミング（例示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 広報の内容（例示） 

 

 

 

 

 

 

(3) 広報における留意点 

 

・緊急事態区分等に至ったとき（警戒事態（ＡＬ）、施設敷地緊急事態（ＳＥ）、全面

緊急事態（ＧＥ）等） 

・特別の体制（原子力災害対策本部設置等）をとったとき 

・事故や災害の状況等に大きな変化があったとき 

・避難、屋内退避、避難準備等を指示するとき 

・放射性物質が放出されたとき 

・緊急時モニタリングの結果がまとまったとき 

・事故等の状況 

・市及び関係機関等の対応状況 

・避難、屋内退避、避難準備の指示に関すること 

・安定ヨウ素剤の配布、服用に関すること 

・定期的に繰り返し伝達する。 

・要配慮者及び一時滞在者等に十分に配慮する。 

・発信する情報は関係機関の間で共有に努め、相互にそごのないようにする。 
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図３－４ 地区コミュニティ等への情報伝達体制 
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・避難先市町村との連絡調整 

・避難者の受入れの準備等 

避 難 

バス避難支援隊(市職員) 
・バス避難の状況報告 

・バス避難住民の乗車支援 
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第４章 住民等の避難体制 

市は、ＥＡＬ及びＯＩＬの基準に基づき国や県から避難等に係る指示又は要請があり、また、

独自の判断により、避難指示等を発令するときは、速やかに広報を行い、住民等の避難等を実施

する。 

避難は、自家用車のほか、国や関係機関の協力を得て、自家用車以外の車両等（バス、船舶、鉄

道、ヘリコプター等）も積極的に活用する。 

バス避難における車両、運転手の確保の課題に対し、自衛隊、海上保安庁、警察等の人材の活

用について検討する。 

 

１ 基本的な考え方 

 

(1) ＰＡＺ 

ＰＡＺにおいては、原子力発電所において異常事態が発生した場合には、急速に進展す

る事故においても放射線被ばくによる確定的影響等を回避するために、放射性物質が環境

へ放出される前の段階から、事態が以下に示す区分のどれに該当するかを国が判断した後

で、該当する区分に応じて避難等の予防的な防護措置を準備し、実施する。 

 

表４－１ 事態区分及びＰＡＺにおける予防的防護措置の概要 

緊急事態区分 防護措置内容 

警戒事態 

（ＡＬ） 
ＳＥ要避難者は、避難準備 

施設敷地緊急事態 

（ＳＥ） 

ＳＥ要避難者は、避難を実施 

全住民は、避難準備 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 
全住民は、避難を実施 
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(2)  ＵＰＺ 

ＵＰＺにおいては、全面緊急事態で屋内退避を実施する。また、緊急時モニタリングに

よる放射線量率等の測定結果を、原子力災害対策指針に規定されたＯＩＬの基準に照らし

合わせた上で、必要な防護措置（屋内退避の継続、一時移転又は避難）を実施する。 

 

表４－２ 事態区分及びＵＰＺにおける予防的防護措置の概要 

緊急事態区分 防護措置内容 

警戒事態 

（ＡＬ） 
防護措置の準備・情報収集 

施設敷地緊急事態 

（ＳＥ） 
屋内退避の準備 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 
屋内退避の実施 

 

《上記の表についての留意事項》 

屋内退避の運用について 

（「原子力災害対策指針」（令和７年１０月３日改正）より） 

● 屋内退避中の一時的な外出 

国は、屋内退避中においても、生活の維持に最低限必要な住民等の一時的な外出や

住民等の生活を支える民間事業者等の活動は実施できるとしている。 

なお、国は、原子力施設の状態等に応じて、放射性物質が放出されるおそれが高い

と判断した場合には、速やかに一時的な外出や活動を控えて屋内退避を徹底する旨の

注意喚起を行うこととしている。 

● 屋内退避の継続可否を判断するタイミング 

国は、屋内退避継続の判断を、屋内退避実施後３日目を目安として、それ以降は日々

行い、物資の不足等により生活の維持に困難を伴う場合などには、国が県、市町村と

連携して、避難への切替えを判断し指示することとされている。 

● 屋内退避の解除 

国において、原子力施設の状態が安定し、新たなプルームが到来する可能性がない

こと、既に放出されたプルームが滞留していないことが確認できれば、屋内退避を解

除するとしている。 

 

屋内退避のより具体的な考え方、運用については、国から以下のＱ＆Ａ等が 

発出されている。 

・「柏崎刈羽地域の緊急時対応に係るＱＡ集」（内閣府（原子力防災担当）） 

・「原子力災害対策指針に関するＱ＆Ａ（屋内退避編）」（原子力規制庁） 
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表４－３ 原子力災害対策指針における基準及び防護措置の内容 

ＯＩＬ 

（運用上の介入レベル） 防護措置内容 

ＯＩＬ１ 

（500μ㏜／h） 

数時間以内を目途に区域を特定し、避難等を実施。
（移動が困難な者の一時屋内退避を含む） 

ＯＩＬ４ 

（β線：40,000cpm） 

（１か月後の数値がβ線：
13,000cpm） 

避難又は一時移転の基準に基づいて避難等した避難
者等に避難退域時検査を実施して、基準を超える際
は迅速に簡易除染等を実施。 

ＯＩＬ２ 

（20μ㏜／h） 

１日内を目途に区域を特定し、地域生産物の摂取を
制限するとともに、１週間以内に一時移転を実施。 
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２ 避難先の選定 

 

(1)  ＰＡＺにおける避難先の選定の考え方 

避難先は、基本的に県内市町としつつ、ＵＰＺ外で避難先を確保するものとする。 

ＰＡＺにおいては、ＵＰＺの避難先よりも遠い地域に確保するものとする。（先行避難

するＰＡＺの車両により生じる渋滞（高速道から降りるＩＣ等）が、その後ＵＰＺが避難

を要する場合に、後行の避難に影響を与えないようにするため。） 

ＵＰＺにおいて避難が必要となる場合を想定しながら、表４－４に示した避難先市町へ

の避難を基本とする。ただし、ＵＰＺの避難指示地域が広域に及ぶ場合には、県の調整の

もと、近隣県への避難も含めた複数の避難先確保を検討する。 

 

表４－４ ＰＡＺの避難先市町 

地区コミュニティ 避難先市町 

高浜地区 

南部地区 

二田地区 

村 上 市 

中通地区 湯 沢 町 

西中通地区 妙 高 市 

荒浜地区 

松波地区 
糸 魚 川 市 

 近隣県等（要調整）※ 

※災害の態様により、県内だけでは避難施設の十分な確保が困難な場合等に備えて、
県の調整のもと、近隣県への避難も含めた複数の避難先確保を検討する。 
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(2)  ＵＰＺにおける避難先の選定の考え方 

全面緊急事態となったときには、ＵＰＺの住民等は屋内退避を実施し、放射性物質が放

出された後の防護措置（表２－４参照）については、国及び県が緊急時モニタリングを行

い、ＯＩＬの基準値を超える地区を特定して避難又は一時移転が実施される。そのため、

ＵＰＺの全域が一斉に避難や一時移転をすることはないと考えられている。 

一方で、事故の不確実性等も考慮する必要があり、市では、地理的要因などから、原子

力発電所から比較的短時間のうちに離れることができるよう、表４－５に示した避難先市

町への避難を基本とする。ただし、事故や災害の状況等によっては、近隣県への避難も含

めた複数の避難先確保を検討する。 

 

表４－５ 柏崎市のＵＰＺの避難先市町 

地区コミュニティ 避難先市町 

西山地区 村 上 市 

北条地区 湯 沢 町 

北鯖石地区、田尻地区 南 魚 沼 市 

大洲地区、鯨波地区、上米山地区 妙 高 市 

比角地区、枇杷島地区、半田地区 糸 魚 川 市 

中央地区、剣野地区、高田地区、 

上条地区、別俣地区、野田地区、 

中鯖石地区、南鯖石地区、 

高柳地区、米山地区 

上 越 市 

 近隣県等（要調整）※ 

※災害の態様により、県内だけでは避難施設の十分な確保が困難な場合等に備え

て、県の調整のもと、近隣県への避難も含めた複数の避難先確保を検討する。 
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図４－１ 避難先の選定の考え方 
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３ 避難先の確保 

市は、新潟県の「原子力災害広域避難受入調整マニュアル」に基づき、県と連携して、住

民等の避難先の確保を行う。 

 

４ 避難手段、避難経路等の確保 

 

(1)  避難手段の確保 

① 自力で避難可能な住民等については、原則、自家用車により避難するものとする。

この場合、渋滞を極力避けるために家族又は近所の住民との乗り合いにより避難する。 

② 市は、国や県、関係機関の協力を得て、自家用車以外の手段（バス、鉄道、船舶等）

を確保する。 

③ バスによる避難については、市が所有するバスだけでは不足する場合、県は、公益

社団法人新潟県バス協会との協定に基づき、集合場所や学校等必要な箇所へ確実にバ

スを手配できる体制をあらかじめ整備する。 

④ 市は、バスによる避難の集合場所を町内会ごとに指定し、あらかじめ周知する。 

⑤ バス等による避難が困難な場合や、確保台数等が不足する場合は、県及び市は、自

衛隊や海上保安庁等へ車両、船舶、ヘリコプター等の派遣要請を行う。 

 

(2)  避難経路の設定・周知 

① 市及び県は、避難先市町村を踏まえ、あらかじめ主な避難経路を設定し、周知する。 

② 避難経路は、道路管理者等の関係機関と連携して設定する。 

 

(3)  被災道路の応急対策（道路啓開） 

   ① 複合災害により道路が被災した場合は、道路管理者等と県警察、消防機関、自衛隊

等が状況に応じて協力して応急対策に当たる。 

   ② 道路啓開に従事する道路管理者、民間事業者等の関係者は、安全確保のため、全面

緊急事態（ＧＥ）以降はＰＡＺ外への避難又はＵＰＺ内の屋内退避とする。 

 

   (4)  交通誘導体制の整備 

住民等が迅速かつ円滑に避難できるよう、県警察は避難経路の要所で交通誘導を行う

とともに、原子力災害に伴う被害の状況、緊急度や重要度を考慮して、必要な交通規制

を実施する。 

        ① 全面緊急事態（ＧＥ）において、ＰＡＺ内の避難指示が出された場合、ＰＡＺ外周

の高速道路インターチェンジや国道交差点に交通検問所を設置し、一般車両のＰＡＺ

内への流入を禁止する。 

          また、必要に応じて１０ｋｍ圏、２０ｋｍ圏、３０ｋｍ圏外周にも交通検問所を設

置して、ＰＡＺ内への流入抑制等の交通規制を実施する。 

        ② ＵＰＺの避難又は一時移転の指示が出された場合、ＵＰＺ外周に交通検問所を設置

し、一般車両のＵＰＺ内への流入を禁止する。 
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(5)  警戒区域への立入制限措置 

市は、必要に応じて警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の警戒区域へ

の立入りを制限もしくは禁止するほか、警戒区域からの退去を命ずる場合がある。 

警戒区域を設定した場合には、これを防災行政無線等で周知するほか、警戒区域への

立入りの制限等を実施するに当たっては、県警察等と連携し、避難のための交通誘導と

併せて措置を講じる。 
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５ 住民等のとるべき行動 

 

(1) ＰＡＺ 

① 市は、原子力発電所における事故等の状況や避難等に係る情報を防災行政無線等によ

り広報する。 

② 住民は、原則として、警戒事態（ＡＬ）の段階で市からの要請により自宅へ戻り、施

設敷地緊急事態（ＳＥ）の段階で避難の準備を行い、全面緊急事態（ＧＥ）の段階で避

難指示に基づき避難するものとする。 

③ ＰＡＺにおいて、ＳＥ要避難者は、警戒事態（ＡＬ）の段階で避難準備を行い、施設

敷地緊急事態（ＳＥ）の段階で避難指示に基づき避難するものとする。 

④ 住民は、原則自家用車によりあらかじめ地区ごとに指定された避難経由所を目指し避

難する。また、交通渋滞を避けるため、隣近所で声がけをし、できるだけ乗り合いをし

て避難するよう心掛ける。 

⑤ 自家用車で避難することができない住民は、あらかじめ地区ごとに指定された一時集

合場所へ集合し、バス等で避難するものとする。 

⑥ 避難の実施により健康リスクが高まると判断されるＳＥ要避難者及びこれに付き添

う支援者については、放射線防護対策を実施した施設（以下「放射線防護対策施設」と

いう。）、コミュニティセンター及び小・中学校等において屋内退避するものとする。 

 

 (2)  ＵＰＺ 

① 市は、原子力発電所における事故等の状況や屋内退避及び避難等に係る情報を防災行

政無線等により広報する。 

②  住民は、原則として、警戒事態（ＡＬ）の段階で市からの要請により自宅へ戻り、施

設敷地緊急事態（ＳＥ）の段階で、自宅で屋内退避の準備を行い、全面緊急事態（ＧＥ）

の段階で、屋内退避を実施するものとする。ただし、学校、職場等からの帰宅が困難な

場合には、滞在している場所で屋内退避を行うものとする。 

③ 避難又は一時移転の指示が出された地区の住民は、原則自家用車によりあらかじめ地

区ごとに指定された避難経由所を目指し避難する。また、交通渋滞を避けるため、隣近

所で声がけをし、できるだけ乗り合いをして避難するよう心掛ける。 

④ 自家用車で避難することができない住民や自力で避難することが困難な要配慮者等

は、あらかじめ地区ごとに指定されたバスによる避難の集合場所へ集合し、バスや福祉

車両等で避難するものとする。 

⑤ 避難の際には、避難経路上に設けられる避難退域時検査会場において、汚染の有無を

検査した上で、避難経由所へ向かうものとする。 

 

(3)  学校、保育園等に通う児童等への対応 

原子力災害対策重点区域内の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校

及び高等専門学校（以下「学校」という。）並びに保育園（認定こども園を含む。）及び幼

稚園（以下「保育園等」という。）の管理者は、原子力災害が発生したことを想定し、職員
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の緊急連絡体制及び初動体制を整備するとともに、あらかじめ避難や屋内退避の行動計画

の作成に努めることとしている。 

管理者は、行動計画の作成に当たって、学校においては県が定める「原子力災害に係る

学校の危機管理マニュアル作成の手引き」、保育園等においては県が定める「医療機関及

び社会福祉施設等における『原子力災害避難計画』策定の手引き」のほか、次の事項を踏

まえた計画とし、保護者への引渡しに関するルール等を定めておくものとする。 

 

①  ＰＡＺ内の学校、保育園等 

ＰＡＺ内の学校、保育園等の管理者は、警戒事態（ＡＬ）に該当する事象が発生した

段階で園児、児童及び生徒（以下「児童等」という。）の保護者への引渡しを開始する。 

施設敷地緊急事態（ＳＥ）となった段階で保護者への引渡しが済んでいない児童等に

ついては、保護者に児童等の所在が分かるように必要な措置を講じた上で、学校、保育

園等の管理者同伴のもと、バスにより集団で広域避難を開始し、避難先の避難経由所に

おいて保護者への引渡しを行う。 

管理者は、児童等を保護者へ引渡した場合は、市又は県に速やかにその旨を連絡する。 

なお、小・中学校におけるバスによる広域避難では、原則として児童等の居住区域を

考慮した避難先への避難を行うものとする。 

 

②  ＵＰＺ内の学校、保育園等 

ＵＰＺ内の学校、保育園等の管理者は、警戒事態（ＡＬ）に該当する事象が発生した

段階で、保護者へ迎えの要請を行う。 

施設敷地緊急事態（ＳＥ）となった段階で、児童等の屋内退避の準備を開始するとと

もに保護者への引渡しを継続して行う。 

なお、全面緊急事態（ＧＥ）へ移行後は、児童等の屋内退避を実施するとともに保護

者への引渡しを継続して行う。また、放射性物質の放出により空間放射線量率がＯＩＬ

の基準値を超え、国等から避難又は一時移転の指示が出された段階で、保護者への引渡

しが済んでいない児童等については、保護者に児童等の所在が分かるように必要な措置

を講じた上で、学校、保育園等の管理者同伴のもと、バスにより集団で広域避難を開始

し、避難先の避難経由所において保護者への引渡しを行う。 

管理者は、児童等を保護者へ引渡した場合は、市又は県に速やかにその旨を連絡する。 

 

(4) 一時滞在者（観光客等）への対応 

市及び県は、観光客や市外からの一時滞在者等に対して、警戒事態（ＡＬ）に該当す

る事象が発生した段階で、観光施設や宿泊施設、公共交通機関等に情報の周知を行うと

ともに、防災行政無線や緊急速報メール等を活用し、自家用車若しくは公共交通機関を

利用して、速やかに帰宅するよう呼び掛けるものとする。 

また、早期の帰宅が困難な場合には、最寄りの地区コミュニティセンター等へ誘導し、

ＰＡＺにおいては、施設敷地緊急事態（ＳＥ）の段階で、バスによる避難を実施し、Ｕ

ＰＺにおいては、全面緊急事態（ＧＥ）の段階で、屋内退避を実施する。 
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表４－６ ＰＡＺにおける防護措置の流れ 

 

事態 

区分 

行 政 の 対 応 

（指示・要請等） 
住 民 等 

 学校、保育園等 

（在校在園時） ＳＥ要避難者 

放
射
性
物
質
放
出
前 

警
戒
事
態
（
Ａ
Ｌ
） 

○発電所の状況把握、住

民への注意喚起 

○ＳＥ要避難者の避難準

備を指示 

○自力で避難することが

できないＳＥ要避難者

のための輸送手段確保 

○保護者に学校等への迎

えを要請 

○緊急時地区派遣隊及び

バス避難支援隊の派遣 

○広域避難先遣隊の派遣 

○安定ヨウ素剤の緊急配

布の準備及び安定ヨウ

素剤緊急配布隊の派遣 

○市からの情報に

注意（不要な外

出を自粛、早め

の帰宅） 

○一時滞在者は早

期の帰宅 

○避難準備を開始 

 

○保護者への引渡し 

○迎えが来るまで児童

等を保護 

放
射
性
物
質
放
出
前
（ 

又
は
直
後
） 

施
設
敷
地
緊
急
事
態
（
Ｓ
Ｅ
） 

○発電所、環境放射線量

等の情報周知 

○ＰＡＺ内の避難準備指

示 

○ＳＥ要避難者の避難指

示 

○学校等施設の避難指示 

○輸送手段の確保 

○安定ヨウ素剤の緊急配

布の実施 

○避難準備開始 

家族に要配慮

者等がいると

きは避難を実

施する。 

 

 

○安定ヨウ素剤の

服用準備 

 

○避難実施 

移動手段のない

者は、一時集合

場所に集合す

る。 

 

○施設による避難実施 

保護者に引き渡せな

かった児童等は、教

職員引率のもと避難

を実施する。 

 

 

全
面
緊
急
事
態
（
Ｇ
Ｅ
） 

○緊急事態宣言の発出 

○ＰＡＺ内の避難指示 

○安定ヨウ素剤の緊急配

布の実施 

○安定ヨウ素剤服用指示 

○発電所、環境放射線量

等の情報周知 

○避難実施 

○安定ヨウ素剤の

服用 

  

【避難手段、服装等】  

・避難手段は基本的に自家用車を使用する。 

・避難手段がない場合は、市又は県が確保するバスで避難

する（一時集合場所に集合する）。 

・避難時の服装は、肌を露出しないよう心掛け、念のた

めマスク等を着用する。 

・避難先は地区コミュニティを単位とした避難経由所を

目指す（第７章参照）。 

・放射性物質放出後に避難した者は、避難退域時検査会

場で避難退域時検査等を受ける。 

０～２才：ゼリー剤１包 

３才以上～１３才未満：丸剤１丸 

１３才以上：丸剤２丸 

 

ポイント 
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表４－７ ＵＰＺにおける防護措置の流れ 

 

事態 

区分 

行 政 の 対 応 

（指示・要請等） 
住  民  等 

学校、保育園等 

（在校在園時） 

放
射
性
物
質
放
出
前 

警
戒
事
態
（
Ａ
Ｌ
） 

○発電所の状況把握、住民へ

の注意喚起 

○保護者に学校等への迎え

を要請 

○緊急時地区派遣隊の派遣 

○市からの情報に注意（不要

な外出を自粛、早めの帰

宅） 

○一時滞在者への早期帰宅

の要請 

○保護者への引渡し 

○迎えが来るまで児童等を

保護 

放
射
性
物
質
放
出
前
（
又
は
直
後
） 

施
設
敷
地
緊
急
事
態
（
Ｓ
Ｅ
） 

○発電所、環境放射線量等の

情報周知 

○屋内退避の準備を指示 

○学校等施設の屋内退避の

実施を指示 

○広域避難先遣隊の派遣 

○屋内退避の準備 ○屋内退避の準備 

・保護者の迎えは継続する。 

全
面
緊
急
事
態
（
Ｇ
Ｅ
） 

○発電所、環境放射線量等の

情報周知 

○ＵＰＺ内の屋内退避指示 

○予防的避難の検討 

○予防的避難先の確保 

○予防的避難のための輸送

手段の確保 

○広域避難先遣隊の派遣 

○安定ヨウ素剤の配布準備 

○屋内退避を実施 

 

※屋内退避が困難な場合は、

国、県又は市の指示により

予防的避難を実施 

○施設での屋内退避を実施 

・保護者の迎えは継続する。 

・保護者に引き渡せなかった

児童等は、教職員とともに屋

内退避を実施する。 

 

※屋内退避が困難な場合は、

国、県又は市の指示により

予防的避難を実施 

・予防的な避難が必要な場

合は、教職員引率のもと

避難する。 
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表４－７ ＵＰＺにおける防護措置の流れ（続き） 

 

事態 

区分 

行 政 の 対 応 

（指示・要請等） 
住  民  等 

学校、保育園等 

（在校在園時） 

放
射
性
物
質
放
出
後 

全
面
緊
急
事
態
（
Ｇ
Ｅ
） 

【 

防
護
措
置
判
断
基
準
（ 

Ｏ
Ｉ
Ｌ
：
運
用
上
の
介
入
レ
ベ
ル
）
の
発
動
】 

○発電所、環境放射線等の情

報周知 

○緊急時モニタリングに基づ

く防護措置の周知 

○バス避難支援隊の派遣 

○避難、一時移転先の確保 

○避難先情報の周知 

○輸送手段の確保 

○飲食物含む資機材の調達 

○飲食物の摂取制限の実施 

○安定ヨウ素剤の緊急配布 

など 

○屋内退避の継続又は避難及び一時移転 

○安定ヨウ素剤の服用準備又は服用 

・緊急時モニタリングの結果、ＯＩＬに基づき、避難及び一

時移転等の判断がされる。 

・あわせて、必要に応じ安定ヨウ素剤の服用の必要性につい

ても指示される（その必要性は原子力規制委員会が判断

し、国の原子力災害対策本部が指示する）。 

 

◎主なＯＩＬの基準（初期設定値、表２－４参照） 

500μSv/h（ＯＩＬ１） 

～数時間内を目途に区域を特定し、避難等を実施 

する基準 

20μSv/h（ＯＩＬ２） 

～１週間程度以内に一時移転させる基準 

0.5μSv/h（飲食物スクリーニング） 

～飲食物の放射能濃度測定地域を特定する基準 

ＯＩＬの基準は、原子力発電所の事故により放出された放射

性物質が地上沈着し、１ｍの高さでの放射線量率によって防

護措置を判断するもの。 

 

 

 

 

  

 

【避難及び一時移転の手段、服装等】 

・避難手段は基本的に自家用車を使用する。 

・避難手段がない場合は、市又は県が確保するバスで避難する（一時集合場所に

集合する）。 

・学校等で施設避難が必要な場合は、教職員引率のもと避難する。 

・安定ヨウ素剤服用不適切者、慎重投与者及び放射線弱者については、避難及び

一時移転が必要な場合には優先的に避難等を実施する。 

・避難及び一時移転時の服装は、肌を露出しないよう長袖、長ズボン、帽子、マ

スク、手袋等を着用する。 

・避難先は地区コミュニティを単位とし、避難経由所を目指す（避難先は県で調

整となる）。 

・避難途中の避難退域時検査会場で避難退域時検査等を受ける。 

ポイント 
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６ 安定ヨウ素剤の配布及び服用 

 

安定ヨウ素剤配布・服用の指示は、原災法に基づき、国が市町村長及び都道府県知事に対

して指示するものとされており、災害対策基本法の規定により、国の指示を受けた都道府県

知事は市町村長に対し通知又は要請するとともに、市町村長は住民に対して伝達を行うこと

と規定されている。 

安定ヨウ素剤は、放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくを抑える効果のある医療用医薬

品であり、原子力災害対策指針において、ＰＡＺは事前配布、ＵＰＺは避難等と併せて安定

ヨウ素剤を緊急配布できる体制整備が必要であると規定されている。 

市は、県と連携して、「新潟県安定ヨウ素剤配布計画」に基づき、住民等に対する安定ヨ

ウ素剤の事前配布体制及び緊急時における安定ヨウ素剤の配布体制を整備する。 

 

(1) 事前配布 

市は、速やかに安定ヨウ素剤を服用することができるよう、県と連携し、ＰＡＺの住民

に対して、定期的に事前配布を実施するとともに、ＵＰＺにおいても、記録的豪雪時等に

おける緊急配布に係る住民の受取負担を考慮し、円滑な受取りを図るために事前配布を実

施する。 

事前配布は、次のいずれかに該当する者を対象に実施する。 

・４０歳未満の者 

・４０歳以上の妊婦、授乳婦、妊娠希望のある女性 

・４０歳以上で安定ヨウ素剤の配布を希望するもの 

受取方法は、郵送、薬局、説明会による方法がある。 

また、安定ヨウ素剤の事前配布に当たっては、表４－８の規定量に基づき、生後１か月

以上３歳未満にはゼリー剤１包（３２．５mg）、３歳以上１３歳未満には丸剤１丸、１３

歳以上には丸剤２丸を配布する。 

 

表４－８ 安定ヨウ素剤の適切な服用量（１回分） 

対象者 

ヨウ素量

（㎎） 

ヨウ化カリウム量

に対する相当量 

ヨウ化 

カリウム量 

（㎎） 

ヨウ化 

カリウム 

ゼリー剤

（㎎） 

ヨウ化 

カリウム 

丸剤 

生後１か月未満 12.5 16.3 １包（16.3） ― 

生後１か月以上 

3歳未満 
25 32.5 １包（32.5） 

― 

3歳以上 13歳未満 38 50 ― 1丸 

13歳以上 76 100 ― 2丸 

（原子力規制庁「安定ヨウ素剤の配布・服用に当たって」に基づき柏崎市作成） 
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(2) 緊急配布 

市は、県と連携し、安定ヨウ素剤を所持していないＰＡＺやＵＰＺの住民等に対して、

避難や一時移転の際に、また避難により健康リスクが高まる者の屋内退避に備え、迅速に

安定ヨウ素剤を配布できる体制を整備し、あらかじめ定めた緊急配布場所において住民等

への安定ヨウ素剤の緊急配布を行うほか、市の災害業務に従事する職員への配布を行う。 

県は、避難退域時検査会場及び避難経路上の場所において住民等への緊急配布を行うほ

か、県の災害業務に従事する職員への配布を行うとともに、市が行う緊急配布に不足が生

じた場合の予備の確保を行う。 

 

① 配布体制 

市は、警戒事態（ＡＬ）の段階で、ＰＡＺにおける緊急配布場所の開設準備を開始し、

緊急配布場所に職員を派遣する等配布体制を整える。 

施設敷地緊急事態（ＳＥ）の段階で、ＰＡＺのＳＥ要避難者のうち、安定ヨウ素剤を

所持していないもの及び一時滞在者に対し、緊急配布を行う。 

全面緊急事態（ＧＥ）の段階で、ＰＡＺの住民のうち、安定ヨウ素剤を所持していな

いものに対し、緊急配布を行う。 

また、ＵＰＺにおける配布は、全面緊急事態（ＧＥ）の段階で配布体制を整え、放射性

物質の放出後に、緊急時モニタリングの結果、避難又は一時移転の指示が出された段階

で、安定ヨウ素剤配布指示が出された場合、避難又は一時移転の指示が出された地区の

住民等のうち、安定ヨウ素剤を所持していないものに対し、緊急配布を行う。 

安定ヨウ素剤の配布及び服用は、原則として医師が関与して行うが、時間的制約等の

ため必ずしも医師が関与できない場合には、研修等を受講した薬剤師、保健師、県及び

市職員が配布する。 

 

② 配布方法 

安定ヨウ素剤の配布に当たっては、表４－８の規定量に基づき、生後 1 か月未満には

ゼリー剤１６．３mg１包、生後１か月以上３歳未満にはゼリー剤３２．５mg１包、３歳

以上１３歳未満には丸剤１丸、１３歳以上には丸剤２丸を配布する。また、以下の点に

留意して行う。 

・極力一人でいる際に服用せず、服用後に状態の観察ができるよう家族又は近隣住民と

一緒にいる際に服用するよう注意を喚起する。 

・安定ヨウ素剤の禁忌情報、服用量、副作用が起こった場合の連絡先・対処方法等の説

明用紙を併せて配布する。 

・配布は１回分を原則とする（１回目の服用後はできるだけ避難を優先させる）。 

 

③ 配布場所 

緊急配布は、表４－９のとおり開設する緊急配布場所で行う。 
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表４－９ 緊急配布場所 

避難方法 ＰＡＺ ＵＰＺ 

県等が用意した 

バス等による避難 
一時集合場所 

一時集合場所 

※避難又は一時移転の 

 指示があった地区のみ 

自家用車による避難 

・一時集合場所 

（ただし、徒歩での受取のみ。

※一部例外あり。） 

・発電所からおおむね２０ｋｍ

圏内の避難経路上に設ける緊

急配布場所 

（資料―２のとおり） 

・一時集合場所 

（ただし、徒歩での受取の

み。） 

※避難又は一時移転の 

 指示があった地区のみ 

・発電所からおおむね半径３０

ｋｍ圏外に設ける避難退域時

検査会場 

（資料―３のとおり） 

   ※高浜地区の一時集合場所、中通地区のうち成沢公会堂、五十土公会堂、小黒須公会堂で

は、自家用車での受取りを可とする。 

 

④ 備蓄計画 

安定ヨウ素剤は、ＰＡＺ及びＵＰＺにおいて必要となる全量を県で調達し、市は、住

民等への緊急配布及び災害業務に従事する職員への配布に必要な安定ヨウ素剤の備蓄を

行っている。 

市は、速やかに住民等への配布ができるよう、県と調整の上、安定ヨウ素剤を分散し

て備蓄し、備蓄した安定ヨウ素剤を適切に管理するものとする。 

なお、市及び県は、「新潟県安定ヨウ素剤配布計画」に基づき、児童等及び教職員等に

配布可能な分量の安定ヨウ素剤を、市内の小・中学校及び保育園等にも分散して備蓄す

る。 

県は、病院及び社会福祉施設（入所施設）における入院患者、入所者及び職員に配布

可能な分量の安定ヨウ素剤の備蓄や、ＰＡＺ内の従業員５０人以上の事業所における全

従業員に配布可能な分量の安定ヨウ素剤の備蓄を進める。 

 

⑤ 児童等への対応 

市内の小・中学校及び保育園等は、在学又は在園する児童等の保護者に対して、あら

かじめ安定ヨウ素剤服用の可否の調査、緊急時の服用について同意を得るとともに、服

用できない又はしない児童等への対応方法等を説明する。 

 

⑶ 安定ヨウ素剤の服用 

放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくは、安定ヨウ素剤を適切なタイミングで服用す

ることにより予防又は低減をすることができる。このため、独自の判断による服用は避け、

国又は県若しくは市の指示によらなければならない。 
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また、服用回数は原則１回とする。 

 

① ＰＡＺ 

ＰＡＺの住民等は、全面緊急事態（ＧＥ）に至った場合において、国の指示に基づき

安定ヨウ素剤を服用する。 

なお、安定ヨウ素剤を服用できないと医師が判断した者は、施設敷地緊急事態（ＳＥ）

において避難を実施する。 

 

② ＵＰＺ  

ＵＰＺの住民等は、原子力発電所の状況や空間放射線量率等に応じて避難又は一時移

転等の防護措置と組み合わせて実施される。配布及び服用の必要性については、原子力

規制委員会が判断し、国の原子力災害対策本部が指示する。 

 

 

  

○ 安定ヨウ素剤は、放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばくの予防又は低減のみに効果が

ある。 

○ 安定ヨウ素剤の服用を優先すべき対象者は、妊婦、授乳婦及び未成年者（乳幼児を含む。）

である。ただし、ヨウ素アレルギー等がある服用不適切者は除く。 

○ 服用回数は原則として１回。２回目の服用を考慮しなければならない状況では避難を優

先させる。 

○ 安定ヨウ素剤の服用により、アナフィラキシーショックを含む急性のアレルギー反応が

生じる可能性は極めて低い。また、甲状腺ホルモンの分泌異常による中長期的な健康影

響についても、１回の服用で生じる可能性は極めて低い。ただし、特に新生児が安定ヨウ

素剤を服用した場合には、甲状腺機能低下症に関する経過観察を行うことが適切である。 

○ 安定ヨウ素剤の成分、ヨウ素（ヨード）に対する過敏症のある者は、服用はできない。ま

た、甲状腺機能亢進症、甲状腺機能低下症、腎機能障害、先天性筋強直症、高カリウム血

症、低補体血症性蕁麻疹様血管炎、肺結核、ヨード造影剤過敏症、ジューリング疱疹状皮

膚炎の既往歴のある者又は治療中の者は、症状の悪化等が起こり得るため、あらかじめ

医師に相談するとともに、服用時に注意が必要。 

安定ヨウ素剤服用の留意事項 
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７ 緊急時モニタリング 

緊急時モニタリングは、「新潟県緊急時モニタリング計画」に基づき、原子力災害による

環境放射線の状況に関する情報収集、運用上の介入レベル（ＯＩＬ）に基づく防護措置の

実施の判断材料の提供及び原子力災害による住民等と環境への放射線影響の評価材料の提

供を目的として行う。 

 

(1)  モニタリングポスト 

県は、平時からの環境放射線モニタリング及び緊急時モニタリングの測定結果をホー

ムページ等で速やかに公表するため、モニタリングポスト等を整備・維持している。 

 

(2) 緊急時モニタリング体制 

緊急時モニタリングは、原子力規制庁が設置する緊急時モニタリングセンターの指揮

の下で、国、県、原子力事業者及び関係指定公共機関により実施される。 

警戒事態（ＡＬ）においては、県原子力災害警戒本部は、平常時モニタリングを強化

するとともに、国が行う緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ：Emergency 

Radiological Monitoring Center（以下「ＥＭＣ」という。））の立ち上げ準備に協力し

て、緊急時モニタリングの準備を行う。 

施設敷地緊急事態（ＳＥ）においては、県、原子力事業者及び関係指定公共機関は、

国が設置するＥＭＣに参画する。県は国の統括の下でＥＭＣの各構成機関と連携して緊

急時モニタリングを実施する。 

また、全面緊急事態（ＧＥ）においても、施設敷地緊急事態における体制と同様の体

制で緊急時モニタリングを継続して実施する。 

なお、緊急時モニタリングは、国によって策定される「緊急時モニタリング実施計

画」に基づき行われる。 

市は、県等と連携し、緊急時モニタリング結果を、防災行政無線、緊急告知ラジオや

ホームページ等を通じて速やかに、分かりやすく住民等に周知する。 
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図４－２ ＰＡＺ・ＵＰＺ内のモニタリングポストの配備状況 

 

※緊急時用のモニタリングポストは、原子力災害時に空間放射線量の情報を詳細に収集する

ために設置したもので、平時から稼働している。 

 

  
（「新潟県原子力災害広域避難計画」から抜粋） 
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８ 避難退域時検査及び簡易除染 

県は、国、医療機関、関係機関等の協力を得ながら、放射性物質放出後のＯＩＬに基づく

ＵＰＺの住民の避難や一時移転の際に、避難者の汚染状況を確認するため、「新潟県避難退

域時検査・簡易除染マニュアル」に基づき避難退域時検査を行う。 

また、避難退域時検査の結果、除染を行う判断基準（13,000cpm）を超えた場合には、判断

基準以下にするため拭き取り等の「簡易除染」を行う。 

 

９ 原子力災害医療 

原子力災害医療は、放射性物質による汚染や被ばくの可能性のある傷病者に対して、あ

らかじめ整備した医療体制に基づいて、医療措置等を円滑に行うものである。 

県は、原子力災害時において、住民及び発電所の職員の生命、身体を保護するため、必

要な原子力災害医療体制を確立し、適切な原子力災害医療措置を講ずる。 

原子力災害医療体制は、被ばく傷病者等の初期診療及び救急医療等を行う原子力災害医

療協力機関、被ばく患者等の除染処置などの入院診療等を行う原子力災害拠点病院、重篤

な被ばく患者等に対応する高度被ばく医療センター及び原子力災害医療・総合支援センタ

ーからなり、県が策定する「新潟県原子力災害医療マニュアル」に基づき実施される。 

 

表４－１１ 原子力災害医療体制 

区分 圏域 名称 

原子力災害医療 

協力機関 

下越 村上総合病院、県立新発田病院 

新潟 新潟市民病院、下越病院、新潟県済生会済生会新潟病院 

県央 済生会新潟県央基幹病院 

中越 長岡赤十字病院、柏崎総合医療センター 

魚沼 地域医療推進機構魚沼基幹病院、県立十日町病院 

上越 県立中央病院、糸魚川総合病院 

佐渡 佐渡総合病院 

県全域 一般社団法人新潟県医師会、 

公益社団法人新潟県薬剤師会、 

公益社団法人新潟県看護協会、 

一般社団法人新潟県診療放射線技師会、 

日本赤十字社新潟県支部、 

株式会社千代田テクノル柏崎刈羽営業所 

原子力災害 

拠点病院 

県全域 新潟大学医歯学総合病院（基幹病院） 

県立がんセンター新潟病院 

高度被ばく医療 

支援センター 

県全域 福島県立医科大学 

基幹高度被ばく 

医療支援センター 

県全域 量子科学技術研究開発機構 

（量子医学・医療部門 高度被ばく医療センター） 
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原子力災害医療・ 

総合支援センター 

県全域 福島県立医科大学 

（「新潟県原子力災害医療マニュアル」から抜粋） 

 

図４－３ 原子力災害医療体制のフロー図 

 

 

（「新潟県原子力災害医療マニュアル」から抜粋） 

避難退域時 

検査会場 
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１０ 避難経由所及び避難所 

 

(1) 避難経由所の開設 

避難経由所とは、避難者を適切な避難所に誘導するために、避難者が避難所の前に向か

う目的地であり、避難者への情報提供等の機能を有する施設である。 

避難先市町村は、県の要請に基づきあらかじめ選定していた避難経由所を開設し、避難

者の受入れ準備を行う。 

市は、避難先市町村に職員（広域避難先遣隊）を派遣し、避難経由所における避難者の

受入れや避難先市町村との連絡調整に当たる。 

  ＜避難経由所の役割＞ 

  ・避難先での目印 

  ・各避難所への振り分け、誘導（地区コミュニティ及び町内会単位で避難所を割り振り） 

  ・避難者情報の収集 

  ・避難所への避難者の輸送 

  ・避難者の避難退域時検査済証、車両検査済証の確認 

 

(2) 避難所及び救護所等の開設・運営等 

避難所の開設及び初期段階の避難所運営は、避難先市町村が担うものとする。 

市は、開設された避難所に順次職員を配置し、数日を目途に避難所運営を避難先市町村

から引き継ぎ、１週間を目途に避難者による自主運営へと切り替える。 

県は、避難者の食料や飲料水、生活必需品等の調達を行う。また、避難が長期化する場

合に備え、国等と連携し、ホテルや旅館等へ移動できるよう手配する。 

県は、避難所等に救護所を開設し、一般傷病者に対する初期救急医療等の医療活動を行

う。 

 

図４－４ 避難のイメージ 
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第５章 避難行動要支援者、施設入所者及び入院患者等の避難体制 

１ 基本的な考え方 

市は、県、国、防災関係機関及び原子力事業者等と連携し、在宅の避難行動要支援者、施

設入所者及び入院患者等の要配慮者の避難支援体制を整備する。 

市は、在宅の避難行動要支援者の避難を「柏崎市要配慮者避難支援全体計画」による避難

行動要支援者名簿及び個別避難計画に基づき、避難支援者及び消防団、民生委員・児童委員、

自主防災組織等の避難支援により実施するものとする。また、避難の実施により健康リスク

が高まる者は、近傍の放射線防護対策施設等で屋内退避をし、適切な避難手段が確保された

後、避難を実施するものとする。 

県は、社会福祉施設等の入所者及び病院等の入院患者の避難が必要になった場合は、各施

設の団体・協会及び市と協力して、避難先の施設等を調整する。また、入院又は入所者の避

難・屋内退避が円滑にできるよう、あらかじめ避難誘導の計画を具体的に定めておくよう要

請する。 

避難行動要支援者の避難に使用する車両について、福祉施設及び市が所有する車両だけで

は不足する場合、県は、一般社団法人新潟県ハイヤー・タクシー協会、また、東京電力との

協定に基づき、車両等の手配を行うこととする。 

 

図５－１ 要配慮者の避難のスキーム 

 

（「新潟県原子力災害広域避難計画」から抜粋） 
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２ 県と福祉団体等の協力・調整 

平常時において、県は、市町村とともに福祉団体等と協力して、対象地域内の要配慮者

が避難できる施設を確認する。 

緊急事態において、県は、福祉団体等と協力して避難先及び介助要員を確保する。ま

た、県は、避難先となる施設を市町村に連絡する。 

県と福祉団体等は、災害等の緊急事態において下図のように要配慮者の避難先を調整す

る。 

 

図５－２ 協力・調整イメージ図 

 

 

（「新潟県原子力災害広域避難計画」から抜粋） 
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３ 在宅の避難行動要支援者 

 

  (1) ＰＡＺの避難行動要支援者 

警戒事態（ＡＬ）の段階で、市があらかじめ作成した避難行動要支援者名簿及び個別

避難計画に基づき、消防団、民生委員・児童委員、自主防災組織等の避難支援等関係者

（以下、「避難支援等関係者」という。）が中心になって避難行動要支援者の安否確認及

び避難準備の呼び掛けを行う。 

 施設敷地緊急事態（ＳＥ）となった段階で、支援者等の車両又は市や県が用意したバ

スや福祉車両等を使用し、広域避難を開始する。避難支援等関係者は、避難行動要支援

者のバスによる避難の集合場所への移動や福祉車両の利用時において、必要に応じて介

助や支援を行うものとする。 

  また、避難の実施により健康リスクが高まる避難行動要支援者については、支援者の車

両や市又は県が確保した福祉車両等で、支援者と共に近傍の放射線防護施設へ移動、屋内

退避をし、適切な避難手段が確保された後、避難を実施するものとする。 

  市は、各地区に緊急時地区派遣隊を派遣し、市があらかじめ作成した避難行動要支援者

名簿及び個別避難計画に基づき、避難支援等関係者と連携して福祉車両等の手配等の避難

支援を行うものとする。 

 

表５－１ ＰＡＺにおける避難行動要支援者の防護措置の流れ 

緊急事態区分 在宅の避難行動要支援者 避難支援等関係者 

放
射
性
物
質
放
出
前 

警戒事態 

（ＡＬ） 

○避難準備を開始 ○避難行動要支援者の 

安否確認 

○避難準備の呼び掛け 

施設敷地緊急事態 

（ＳＥ） 

○（バスによる避難を行う者）一時集

合場所へ移動 

○安定ヨウ素剤の服用準備 

○支援者の車両、バス、福祉車両等

で避難先へ避難を開始 

※避難により健康リスクが高まる者

は、放射線防護対策施設等で屋内退

避。適切な避難手段が確保された

後、避難先へ避難を実施 

○一時集合場所への

移動や福祉車両の

利用を支援 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 

○避難を継続 

※避難により健康リスクが高まる者

は、放射線防護対策施設等で屋内退

避。適切な避難手段が確保された

後、避難先へ避難を実施 

○避難開始 
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 図５－３ ＰＡＺにおける避難行動要支援者の防護措置の流れの図 

 

 

  (2) ＵＰＺの避難行動要支援者 

    警戒事態（ＡＬ）の段階で、市があらかじめ作成した避難行動要支援者名簿に基づ

き、支援者が中心になって避難行動要支援者の安否確認及び屋内退避準備、又は必要に

応じて避難準備の呼び掛けを行う。 

その後、施設敷地緊急事態（ＳＥ）となった段階で屋内退避の準備を開始し、全面緊

急事態（ＧＥ）となった段階で屋内退避を開始する。 

 なお、全面緊急事態（ＧＥ）へ移行後、放射性物質の放出により空間放射線量率がＯＩ

Ｌの基準値を超え、避難又は一時移転が必要となった段階で、支援者等の車両又は市や県

が用意したバスや福祉車両等を使用し、広域避難を開始する。 

市は、避難行動要支援者の一時集合場所への移動や福祉車両の利用時において、避難支

援等関係者による介助や支援が行えない状況のときは、自衛隊等の国の実動組織に支援を

要請するものとする。 

  また、避難の実施により健康リスクが高まる避難行動要支援者については、市又は県が

確保した福祉車両等で、支援者と共に近傍の放射線防護対策施設等へ移動、屋内退避をし、

適切な避難手段が確保された後、避難を実施するものとする。 

市は、各地区に緊急時地区派遣隊を派遣し、市があらかじめ作成した避難行動要支援者

名簿及び個別避難計画に基づき、避難支援等関係者や自衛隊等の国の実動組織と連携して

福祉車両等の手配等の避難支援を行うものとする。 
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表５－２ ＵＰＺにおける避難行動要支援者の防護措置の流れ 

緊急事態区分 在宅の避難行動要支援者 避難支援等関係者 

放
射
性
物
質
放
出
前 

警戒事態 

（ＡＬ） 

○防護措置の準備・情報収集 ○避難行動要支援者の 

安否確認 

施設敷地緊急事態 

（ＳＥ） 

○自宅で屋内退避準備 ○屋内退避準備の呼

び掛け 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 

○屋内退避開始 

 

○避難行動要支援者

の屋内退避を支援す

るとともに、自身も屋

内退避を開始 

放
射
性
物
質
放
出
後 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 

＋ 

ＯＩＬの発動 

〔避難指示発令後〕 

○（バスによる避難を行う者）一時集

合場所へ移動 

○安定ヨウ素剤の服用準備 

○支援者の車両、バス、福祉車両等

で避難先へ避難を開始 

※避難により健康リスクが高まる者

は、放射線防護対策施設等で屋内退

避。適切な避難手段が確保された

後、避難先へ避難を実施 

○一時集合場所や福

祉車両への移動を

支援 

※状況に応じて自衛隊

等の国の実動組織に

支援を要請 
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４ 社会福祉施設等の入所者及び病院等の入院患者 

 

  (1) ＰＡＺ内の社会福祉施設等及び病院等 

  ＰＡＺ内の社会福祉施設等及び病院等の管理者は、警戒事態（ＡＬ）の段階で、あら

かじめ指定された施設、病院等に受入れを要請するとともに、入所者・入院患者等の避

難準備を行う。 

施設敷地緊急事態（ＳＥ）となった段階で、あらかじめ用意した避難手段を使用し、

受入先施設へ避難する。 

    また、避難の実施により健康リスクが高まる入所者・入院患者については、適切な避難

手段が確保されるまでの間、放射線防護対策を実施した自施設又は近隣の施設において屋

内退避を行う。適切な避難手段が確保された後、避難先へ避難を実施する。 

 

表５－３ ＰＡＺにおける社会福祉施設等の入所者及び病院等の入院患者の防護措置の流れ 

緊急事態区分 入所者及び入院患者 施設管理者 

放
射
性
物
質
放
出
前 

警戒事態 

（ＡＬ） 

○避難準備を開始 

 

○入所者、入院患者の

避難準備 

○あらかじめ指定され

た施設へ避難受入れ

の要請 

施設敷地緊急事態 

（ＳＥ） 

○バス、福祉車両等であらかじめ指

定された受入先施設へ避難を開始 

 

※避難により健康リスクが高まる入

所者等は、放射線防護対策を実施し

た自施設又は近隣の施設で、屋内退

避。適切な避難手段が確保された

後、避難先へ避難を実施 

○避難の支援 

○受入先施設へ共に

移動 

○避難により健康リス

クが高まる入所者等

がいる場合は、施設

に残り当該者を保護 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 

○避難を継続 

※避難により健康リスクが高まる入

所者等は、放射線防護対策を実施し

た自施設又は近隣の施設で、屋内退

避。適切な避難手段が確保された

後、避難先へ避難を実施 

○避難を継続 

○避難により健康リス

クが高まる入所者等

がいる場合は、施設

に残り当該者を保護 
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(2) ＵＰＺ内の社会福祉施設等及び病院等 

ＵＰＺ内の社会福祉施設等及び病院等の管理者は、警戒事態（ＡＬ）の段階で、入所

者・入院患者等の防護措置の準備及び情報収集を行い、施設敷地緊急事態（ＳＥ）とな

った段階で、屋内退避の準備を開始し、全面緊急事態（ＧＥ）となった段階で、屋内退

避を実施する。 

なお、全面緊急事態（ＧＥ）へ移行後、放射性物質の放出により空間放射線量率がＯ

ＩＬの基準値を超え、避難や一時移転が必要となった段階で、県等が用意した避難手段

を使用し、受入先施設へ避難する。 

また、避難の実施により健康リスクが高まる入所者・入院患者については、適切な避

難手段が確保されるまでの間、施設管理者の保護のもと、自施設又は近隣の施設におい

て屋内退避を行い、適切な避難手段が確保された後、避難先へ避難を実施する。 

 

表５－４ ＵＰＺにおける社会福祉施設等の入所者及び病院等の入院患者の防護措置の流れ 

緊急事態区分 入所者及び入院患者 施設管理者 

放
射
性
物
質
放
出
前 

警戒事態 

（ＡＬ） 

○防護措置の準備・情報収集 ○入所者、入院患者の 

防護措置の準備・情報

収集 

施設敷地緊急事態 

（ＳＥ） 

○施設内で屋内退避準備 ○屋内退避準備 

○避難受入先の調整 

 及び移動手段の 

確保を県に依頼 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 

○屋内退避開始 ○屋内退避開始 

放
射
性
物
質
放
出
後 

全面緊急事態 

（ＧＥ） 

＋ 

ＯＩＬの発動 

〔避難指示又は一時移転発令後〕 

○安定ヨウ素剤の服用準備 

○バス、福祉車両等で受入先施設へ避

難を開始 

※避難により健康リスクが高まる入所

者等は、自施設又は近隣の施設で屋

内退避。適切な避難手段が確保され

た後、避難先へ避難 

○避難の支援 

○受入先施設へ共に移

動 

○避難により健康リス

クが高まる入所者等

がいる場合は、施設

に残り当該者を保護 
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第６章 複合災害時の対応 

１ 自然災害との複合災害における基本方針 

人命の安全を第一とし、自然災害による人命への直接的なリスクが極めて高い場合等には、

自然災害に対する避難行動をとり、自然災害に対する安全が確保された後に、原子力災害に

対する避難行動をとることを基本に、大規模自然災害等による道路等の被災状況や放射性物

質放出までの時間等を考慮し、複合災害時でも適切に避難及び屋内退避が実施できるよう留

意する。 

 

２ 複合災害時の避難・屋内退避の基本的な考え方 

複合災害により避難経路が不通になった場合に備え、あらかじめ複数の避難経路を設定す

るなどの対策をとる。 

仮に、複合災害により陸路が制限される場合には、避難経路確保に着手しつつ、海路避難

や空路避難、屋内退避を継続するなど、状況に応じた多様な対応を行う。 

さらに、不測の事態が生じた場合には、実動組織に住民避難の支援を要請する。 

 

  (1) 地震との複合災害の場合 

    地震による家屋の倒壊等をはじめとする様々な理由により家屋における滞在が困難な場

合には、安全確保のため市が開設する近隣の指定避難所等への避難を実施する。 

その後、事態が進展し避難又は一時移転の指示が出た場合には、余震等による影響や避

難手段の確保状況等を考慮しつつ、指定避難所等からあらかじめ定められている避難先自

治体へ避難することを基本とする。また、屋内退避指示がでている中で余震が発生し、家

屋や既に避難している近隣の指定避難所等への被害が更に激しくなる等、屋内退避の継続

が困難な場合もある。この場合には、市が開設する別の指定避難所等や、あらかじめ定め

られているＵＰＺ外の避難先の準備が整い次第、避難等の指示を行う。 

 

(2) 津波との複合災害の場合 

津波との複合災害時（津波警報又は大津波警報の発表時）においては、生命の安全確保

を優先し、津波による人命へのリスクを回避するため、津波に係る指定緊急避難場所等の

安全が確保できる場所への避難を指示するものとする。 

その後、施設敷地緊急事態や全面緊急事態に至った場合であっても、津波に係る避難指

示が発令されている場合には、原子力災害に対する避難行動よりも津波に対する避難行動

を優先する。 

津波警報解除等、津波に対する安全が確保できる場合は、避難経路、避難手段、プラン

トの状況等を確認し、原子力災害時に備えあらかじめ設定している避難先へ避難を実施す

る。 なお、避難の実施により健康リスクが高まる者については、安全に避難が実施できる

準備が整うまで近傍の放射線防護対策施設等への屋内退避を実施する。 
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  (3) 暴風雪との複合災害の場合 

    暴風雪や大雪時など、気象庁から特別警報等が発表され、外出をすることで命に危険が

及ぶような場合には、天候が回復するなど、安全が確保されるまでは、屋内退避を優先す

る。 

その後、天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、避難を実施する。 また、避

難の実施により健康リスクが高まる者は、近傍の放射線防護対策施設等への屋内退避を実

施する。 

 

３ 沿岸部や山間地における孤立対策 

     沿岸部や山間地においては、他と比べてその地理的特性から、避難経路、避難手段が限

定的な場合もあるため、自然災害等による避難経路の途絶等の不測の事態により孤立し、

避難等が困難な状況に陥るおそれがある。このため、自然災害との複合災害等に備え、避

難経路の複数設定、代替手段の準備はもとより、屋内退避施設の確保等、住民等が屋内退

避を継続できる体制をあらかじめ準備する。 

     具体的には、沿岸部や山間地においては、船舶等による海路避難やヘリコプター等によ

る空路避難の活用等も含め、避難経路、避難手段を多重化し、国及び実動機関の協力を得

て、あらかじめ準備する。 

     また、悪天候等により海路や空路の避難手段が即時に活用できない場合等に備え、地域

の住民が屋内退避できる施設を確保するとともに、物資の備蓄、情報受伝達手段を確保す

る。 

 

４ 屋内退避時における物資の備蓄・供給体制 

     自然災害と原子力災害との複合災害時においては、人命の安全確保を最優先に、自然災

害に対する避難等を優先し、自然災害に対する安全が確保されるまで、指定緊急避難場所

や自宅等で屋内退避を実施または継続する必要がある。 

     このため、屋内退避が適切に行えるよう、あらかじめ物資等の備蓄を行うとともに、屋

内退避中に物資が枯渇する場合に備え、ＰＡＺ及びＵＰＺに物資を融通する体制を、国及

び県の協力を得て、あらかじめ準備する。 

     ただし、原子力災害による屋内退避中に、物資の枯渇によりその継続が困難となった場

合には、人命の安全確保を最優先とする観点から、その区域における放射線量等を考慮し

つつ、 国及び県の協力を得て避難等を実施することとする。 



第７章　柏崎市地区別避難先等一覧



コード 地区名

17 高浜 PAZ 143 300 6 村上市

11 荒浜 PAZ 362 818 16 糸魚川市

10 松波 PAZ 1,492 3,123 74 糸魚川市

09 西中通 PAZ 2,550 5,960 96 妙高市

15 中通 PAZ 478 1,166 21 湯沢町

41 南部 PAZ 181 426 11 村上市

40 二田 PAZ 801 1,774 28 村上市

42 西山（中川） UPZ 427 1,082 19 村上市

43 西山（別山） UPZ 229 528 10 村上市

45 西山（大田） UPZ 168 341 5 村上市

44 西山（石地） UPZ 158 307 8 村上市

12 北鯖石 UPZ 1,113 2,405 22 南魚沼市

24 北条 UPZ 939 2,162 70 湯沢町

05 中央 UPZ 4,225 8,354 205 上越市

06 比角 UPZ 4,555 9,456 170 糸魚川市

13 田尻 UPZ 3,303 7,867 117 南魚沼市

02 大洲 UPZ 1,200 2,295 71 妙高市

01 鯨波 UPZ 518 1,047 12 妙高市

08 上米山 UPZ 91 159 4 妙高市

03 剣野 UPZ 2,306 5,435 92 上越市

04 枇杷島 UPZ 2,558 5,011 84 糸魚川市

07 半田 UPZ 2,748 6,066 83 糸魚川市

14 高田 UPZ 1,476 3,329 67 上越市

19 中鯖石 UPZ 483 1,044 28 上越市

20 南鯖石 UPZ 398 769 15 上越市

16 米山 UPZ 314 674 19 上越市

18 上条 UPZ 365 723 7 上越市

21 別俣 UPZ 127 266 9 上越市

22 野田 UPZ 217 413 21 上越市

30 高柳 UPZ 558 959 24 上越市

PAZ計 6,007 13,567 252

UPZ計 28,476 60,692 1,162

合計 34,483 74,259 1,414

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

柏崎市地区別避難先等一覧（合計）

地区コミュニティ区分
重点区

域
世帯数

人口
（人）

避難先
避難行動
要支援者

（人）

 ──────────────────　７－1　──────────────────



令和8年(2026年)4月1日現在

コード 地区名 合計
妊婦・授乳婦・
乳幼児等(※1)

避難行動要支
援者(※2)

支援者数
安定ヨウ素剤
を服用できな

い者

社会福祉施設
等の入所者

学校等の
在校者数

17 高浜 15 5 6 4 0 0 0

11 荒浜 317 70 16 13 3 0 215

10 松波 1,054 379 74 13 2 187 399

09 西中通 2,105 1,031 96 18 6 166 788

15 中通 195 137 21 5 0 0 32

41 南部 54 35 11 8 0 0 0

40 二田 672 200 28 7 0 132 305

PAZ計 4,412 1,857 252 68 11 485 1,739

※1　妊婦、授乳婦、乳幼児及びその保護者等

※2　避難行動要支援者の人数には、避難の実施により健康リスクが高まるものも含む。

施設敷地緊急事態（ＳＥ）要避難者数

地区コミュニティ区分 施設敷地緊急事態（ＳＥ）要避難者（人）
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

222 大湊 北北東 1 PAZ 高浜 12 28 1 大湊集会場

223 宮川 北北東 2 PAZ 高浜 87 186 5 高浜コミュニティセンター

232 椎谷 北北東 4 PAZ 高浜 44 86 0 椎谷ふれあいセンター

145 荒浜 南南西 2 PAZ 荒浜 362 818 16
荒浜小学校
荒浜コミュニティセンター
柏崎原子力広報センター

144 松波 南南西 4 PAZ 松波 1,492 3,123 74

松波コミュニティセンター
松浜中学校
さざなみ学園
はまなす特別支援学校

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

 ──────────────────　７－3　──────────────────



30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

○国道352～〈柏崎市東港町〉～
　　県市道：柏崎港付近～〈柏崎市鯨波〉～
　　国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○県道215荒浜中田線～〈柏崎市土合〉～
　　国道8～〈柏崎市日吉町〉～国道252～
　　柏崎IC～高速道～大潟PA～
○国道352～〈柏崎市東港町〉～
　　県市道：柏崎港付近～〈柏崎市鯨波〉～
　　国道8～
　　上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～

○糸魚川IC～国道148～
　　〈糸魚川市明星ｾﾒﾝﾄ入口〉～
　　市道：糸魚川市上刈3付近～目的地
○糸魚川IC～国道148～〈糸魚川市大野〉
　　～広域農道：糸魚川市大野付近～
　　〈糸魚川カントリークラブ入口〉～
　　市道：糸魚川市美山公園付近～目的地
○国道8～〈糸魚川市横町〉～国道148～
　　〈糸魚川市上刈〉～
　　県道222西中糸魚川線～〈糸魚川市上刈〉
　　～市道：糸魚川市上刈1付近～目的地
○国道8～〈糸魚川市押上西〉～
　　県道221上町屋釜沢糸魚川線～
　　〈糸魚川市平牛〉～
　　広域農道：糸魚川市平牛付近～
　　〈糸魚川カントリークラブ前〉～
　　市道：糸魚川市美山公園付近～目的地

糸魚川市
糸魚川市民総合体育館
TEL 025-552-6521

糸魚川市上刈4-3-1

○国道352～〈柏崎市東港町〉～
　　県市道：柏崎港付近～〈柏崎市鯨波〉～
　　国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道352～〈柏崎市安政町〉～
　　市道：柏崎市春日付近～国道8～
　　〈柏崎市日吉町〉～国道252～柏崎IC～
　　高速道～大潟PA～
○国道352～〈柏崎市東港町〉～
　　県市道：柏崎港付近～〈柏崎市鯨波〉～
　　国道8～
　　上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～

○糸魚川IC～国道148～
　　〈糸魚川市明星ｾﾒﾝﾄ入口〉～
　　市道：糸魚川市上刈3付近～目的地
○糸魚川IC～国道148～〈糸魚川市大野〉
　　～広域農道：糸魚川市大野付近～
　　〈糸魚川カントリークラブ入口〉～
　　市道：糸魚川市美山公園付近～目的地
○国道8～〈糸魚川市横町〉～国道148～
　　〈糸魚川市上刈〉～
　　県道222西中糸魚川線～〈糸魚川市上刈〉
　　～市道：糸魚川市上刈1付近～目的地
○国道8～〈糸魚川市押上西〉～
　　県道221上町屋釜沢糸魚川線～
　　〈糸魚川市平牛〉～
　　広域農道：糸魚川市平牛付近～
　　〈糸魚川カントリークラブ前〉～
　　市道：糸魚川市美山公園付近～目的地

糸魚川市
糸魚川市民総合体育館
TEL 025-552-6521

糸魚川市上刈4-3-1

○神林岩船港IC～〈村上市松喜和〉～
　　国道345～〈村上市浦田〉～目的地
○国道7～〈牧目〉～神林岩船港IC入口～
　　〈村上市松喜和〉～国道345～
　　〈村上市浦田〉～目的地
○国道113～〈胎内市桃崎浜〉～
　　国道345～〈胎内市桃崎浜〉～国道345～
〈村上市浦田〉～目的地

○国道352～〈柏崎市宮川〉～
　 県道73鯨波宮川線～〈刈羽村滝谷〉～
　 県道369黒部柏崎線～〈柏崎市西山〉～
　 県道373向山西山停車場線～
　 〈柏崎市和田〉～県道393礼拝長岡線～
　 西山IC～高速道～栄PA～
○国道352～〈柏崎市宮川〉～
　 県道73鯨波宮川線～〈刈羽村滝谷〉～
　 県道369黒部柏崎線～〈柏崎市西山〉～
　 県道373向山西山停車場線～
　 〈柏崎市和田〉～国道116～
　 燕市笈ヶ島交差点～
○国道352～〈柏崎市石地〉～
　 県道48長岡西山線～〈長岡市宮本〉～
　 国道8～長岡IC～高速道～栄PA～
○国道352～〈柏崎市石地〉～
　 県道48長岡西山線～〈柏崎市別山〉～
　 国道116～燕市笈ヶ島交差点～
○国道352～〈出雲崎町住吉町〉～国道402
　 ～長岡市野積橋北詰交差点～
○国道352～〈柏崎市大崎〉～
　 県道373向山西山停車場線～
   広域農道6-1号線（堂坂トンネル）～
　 〈柏崎市鎌田〉～
    県道279椎谷礼拝停車場線～
　 〈柏崎市礼拝〉～県道393礼拝長岡線～
　 〈柏崎市二田〉～国道116～
　 燕市笈ヶ島交差点～

村上市民ふれあいセンター
TEL 0254-52-0201

村上市岩船3270
村上市

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

130 春日 南南西 4 PAZ 西中通 1,001 2,167 35
瑞穂中学校
槇原小学校
西中通コミュニティセンター

131 橋場 南南西 4 PAZ 西中通 202 503 12
槇原小学校
西中通コミュニティセンター

132 下原 南南西 4 PAZ 西中通 269 654 17
瑞穂中学校
槇原小学校

133 上原 南 4 PAZ 西中通 46 103 0
桜通小学校
瑞穂中学校

134 山本 南 4 PAZ 西中通 267 623 11 桜通小学校

135 土合 南 4 PAZ 西中通 157 407 4 桜通小学校

136 劔 南 4 PAZ 西中通 292 800 13 桜通小学校

137 下大新田 南 4 PAZ 西中通 93 271 1 桜通小学校

139 長崎 南 3 PAZ 西中通 72 198 2 桜通小学校

140 長崎新田 南南東 3 PAZ 西中通 72 155 1 桜通小学校

200 曽地新田 南東 3 PAZ 中通 18 50 1 中通コミュニティセンター

201 花田 南東 4 PAZ 中通 42 111 3 NOSAI新潟　柏崎地域管理棟

202 飯塚 南東 4 PAZ 中通 35 89 1 NOSAI新潟　柏崎地域管理棟

203 曽地 南東 4 PAZ 中通 137 322 4 中通コミュニティセンター

204 吉井 南東 5 PAZ 中通 155 391 6 吉井総合センター

205 矢田 南南東 5 PAZ 中通 77 177 4 矢田集落センター

207 菊尾 南東 5 PAZ 中通 0 0 0 中通コミュニティセンター

209 成沢 東南東 7 PAZ 中通 6 8 1 成沢公会堂

210 五十土 東南東 8 PAZ 中通 6 15 1 五十土公会堂

211 小黒須 東南東 7 PAZ 中通 2 3 0 小黒須公会堂
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

妙高市
妙高高原メッセ
TEL 0255-70-2275

妙高市田口33

妙高市
道の駅 あらい
TEL 0255-70-1021

妙高市猪野山58-1

○国道8～〈柏崎市日吉町〉～国道252～
　　柏崎IC～高速道～大潟PA～
○国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　　県道30新井柿崎線～
　　上越市吉川区梶交差点～

○妙高高原IC
　　～県道187池ノ平妙高高原線～
　　〈妙高池ノ平入口〉～旧北国街道
　　～目的地
○国道18～〈毛祝坂〉～
　　県道39妙高高原公園線～目的地

○国道8～〈柏崎市日吉町〉～国道252～
　　柏崎IC～高速道～大潟PA～
○国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　　県道30新井柿崎線～
　　上越市吉川区梶交差点～
○県道215荒浜中田線～市道：藤井付近
　　～〈柏崎市上田尻〉～国道252～
　　柏崎IC～高速道～大潟PA～

○高速道～新井PA：目的地
○国道18～目的地
○県道30新井柿崎線～〈上越市板倉区針〉
　　～県道254上小沢脇野田停車場線～
　　〈妙高市柳井田〉～国道292～
　　〈上越市寺町〉～国道18～目的地

≪湯沢カルチャーセンター≫
○湯沢IC～国道17～〈湯沢町宮林〉～目的地
○国道17～〈湯沢町宮林〉～目的地

≪湯沢町公民館≫
○湯沢IC～国道17～〈湯沢町湯沢駅前〉～
　　県道268越後湯沢停車場岩原線～
　　〈湯沢町湯沢駅前〉～
　　県道351神立湯沢線～目的地
○国道17～〈湯沢町楽町〉～
　　町道：湯沢町湯沢付近～〈湯沢町楽町〉
　　～県道351神立湯沢線～目的地

○国道8～長岡IC～高速道～堀之内PA～
○国道8～〈長岡市大積二丁目〉～
　　県道23柏崎高浜堀之内線～
　　〈長岡市片田〉～県道498長岡中之島
　　見附線～〈長岡市十日町〉～国道17～
　　魚沼市堀之内庁舎前交差点～
○国道8～〈長岡市大積二丁目〉～県道23
　　柏崎高浜堀之内線～〈長岡市浦〉～
　　国道351～〈小千谷市高梨〉～国道17～
　　魚沼市堀之内庁舎前交差点～
○県道73鯨波宮川線～〈柏崎市安田〉～
　　国道252～〈柏崎市鳥越〉～国道291～
　　小千谷IC～高速道～堀之内PA～
○県道73鯨波宮川線～〈柏崎市安田〉～
　　国道252～〈柏崎市鳥越〉～国道291～
　　〈小千谷市桜町上〉～国道117～
　　〈小千谷市山本山大橋西詰〉～
　　国道351～〈小千谷市木津〉～国道17～
　　魚沼市堀之内庁舎前交差点～
○県道73鯨波宮川線～〈柏崎市安田〉～
　　国道252～〈十日町市上野〉～
　　県道49小千谷十日町津南線～
　　十日町市水口沢交差点～
○県道73鯨波宮川線～〈柏崎市安田〉～
　　国道252～〈柏崎市鳥越〉～国道291～
　　〈長岡市七日町〉～国道404～
　　〈長岡市相野原〉～国道403～
　　〈十日町市仙田〉～国道252～
　　〈十日町市上野〉～
　　県道49小千谷十日町津南線～
　　十日町市水口沢交差点～

湯沢町

湯沢カルチャーセンター
TEL 025-784-1511

湯沢町神立628-1

湯沢町公民館
TEL 025-784-2460

湯沢町湯沢2822

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

510 五日市 東 3 PAZ 南部 48 126 4 南部コミュニティセンター

511 内方 東 4 PAZ 南部 16 38 0 南部コミュニティセンター

512 大坪 東 4 PAZ 南部 15 36 1 南部コミュニティセンター

513 北野 東 4 PAZ 南部 60 136 1 南部コミュニティセンター

514 妙法寺 東 5 PAZ 南部 42 90 5 妙法寺ふれあいセンター

500 坂田 東北東 5 PAZ 二田 183 486 9 西山ふるさと館

501 二田 東北東 7 PAZ 二田 71 146 5 西山町いきいき館

502 鬼王 東北東 5 PAZ 二田 46 90 1 西山中学校

503 黒部 東北東 4 PAZ 二田 38 68 0 二田コミュニティセンター

504 長嶺 東北東 5 PAZ 二田 69 143 2 二田小学校

505 後谷 北東 4 PAZ 二田 7 9 1 二田小学校

506 西山 東北東 4 PAZ 二田 112 269 3 二田小学校

507 和田 東北東 4 PAZ 二田 29 69 2 二田小学校

508 新保 東北東 4 PAZ 二田 47 104 4 二田小学校

509 緑が丘 東北東 4 PAZ 二田 55 150 0 二田コミュニティセンター

522 中央台 東北東 6 PAZ 二田 58 154 1 西山町いきいき館
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

村上市
村上市民ふれあいセンター
TEL 0254-52-0201

村上市岩船3270

村上市民ふれあいセンター
TEL 0254-52-0201

村上市岩船3270
村上市

○神林岩船港IC～〈村上市松喜和〉～
　　国道345～〈村上市浦田〉～目的地
○国道7～〈牧目〉～神林岩船港IC入口～
　　〈村上市松喜和〉～国道345～
　　〈村上市浦田〉～目的地
○国道113～〈胎内市桃崎浜〉～
　　国道345～〈胎内市桃崎浜〉～国道345～
〈村上市浦田〉～目的地

○県道393礼拝長岡線～西山IC～
　　高速道～栄PA～
○県道393礼拝長岡線～〈長岡市田代〉～
　　国道8～長岡IC～高速道～栄PA～
○県道393礼拝長岡線～〈柏崎市和田〉～
　　国道116～燕市笈ヶ島交差点～

○国道116～〈柏崎市和田〉～
　　県道393礼拝長岡線～西山IC～
　　高速道～栄PA～
○国道116～〈柏崎市二田〉～
　　県道23柏崎高浜堀之内線～
　　〈長岡市大積町一〉～国道8～
　　長岡IC～高速道～栄PA～
○国道116～〈柏崎市別山〉～
　　県道48長岡西山線～〈長岡市宮本〉～
　　国道8～長岡IC～高速道～栄PA～
○国道116～燕市笈ヶ島交差点～

○神林岩船港IC～〈村上市松喜和〉～
　　国道345～〈村上市浦田〉～目的地
○国道7～〈牧目〉～神林岩船港IC入口～
　　〈村上市松喜和〉～国道345～
　　〈村上市浦田〉～目的地
○国道113～〈胎内市桃崎浜〉～
　　国道345～〈胎内市桃崎浜〉～国道345～
〈村上市浦田〉～目的地

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

515 田沢 東北東 8 UPZ 西山（中川） 52 133 5 内郷小学校

516 藤掛 東北東 7 UPZ 西山（中川） 31 81 2
西山コミュニティセンター体育館
西山町いきいき館

517 池浦 東北東 7 UPZ 西山（中川） 47 137 2 西山町いきいき館

518 礼拝 東北東 6 UPZ 西山（中川） 137 330 2 西山町いきいき館

519 鎌田 北東 6 UPZ 西山（中川） 53 139 2 西山町いきいき館

520 下山田 東北東 6 UPZ 西山（中川） 74 186 4 西山町いきいき館

521 伊毛 北東 7 UPZ 西山（中川） 33 76 2 西山コミュニティセンター体育館

523 上山田 北東 8 UPZ 西山（別山） 29 82 3 内郷小学校

524 尾野内 東北東 8 UPZ 西山（別山） 18 33 2 内郷小学校

525 灰爪 北東 9 UPZ 西山（別山） 32 85 0 西山コミュニティセンター別山分館

526 笹山 北東 9 UPZ 西山（別山） 37 74 0 西山コミュニティセンター別山分館

527 立村 北東 10 UPZ 西山（別山） 16 34 1 西山コミュニティセンター別山分館

528 別山後谷 北東 10 UPZ 西山（別山） 12 26 1 西山コミュニティセンター別山分館

529 砂田 北東 10 UPZ 西山（別山） 13 31 1 西山コミュニティセンター別山分館

530 甲戸 北東 10 UPZ 西山（別山） 15 30 0 西山コミュニティセンター別山分館

531 尾頃部 北東 10 UPZ 西山（別山） 13 28 0 西山コミュニティセンター別山分館

532 内越 北東 10 UPZ 西山（別山） 11 25 1 西山コミュニティセンター別山分館

533 荒谷 北東 9 UPZ 西山（別山） 33 80 1 西山コミュニティセンター別山分館
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

村上市

○神林岩船港IC～〈村上市松喜和〉～
　　国道345～〈村上市浦田〉～目的地
○国道7～〈牧目〉～神林岩船港IC入口～
　　〈村上市松喜和〉～国道345～
　　〈村上市浦田〉～目的地
○国道113～〈胎内市桃崎浜〉～
　　国道345～〈胎内市桃崎浜〉～国道345～
〈村上市浦田〉～目的地

村上市民ふれあいセンター
TEL 0254-52-0201

村上市岩船3270
村上市

○神林岩船港IC～〈村上市松喜和〉～
　　国道345～〈村上市浦田〉～目的地
○国道7～〈牧目〉～神林岩船港IC入口～
　　〈村上市松喜和〉～国道345～
　　〈村上市浦田〉～目的地
○国道113～〈胎内市桃崎浜〉～
　　国道345～〈胎内市桃崎浜〉～国道345～
〈村上市浦田〉～目的地

○県道279椎谷礼拝停車場線～
　　〈柏崎市礼拝〉～県道393礼拝長岡線
　　～〈柏崎市二田〉～国道116～
　　〈柏崎市別山〉～県道48長岡西山線
　　～〈長岡市宮本〉～国道8～長岡IC～
　　高速道～栄PA～
○県道279椎谷礼拝停車場線～
　　〈柏崎市礼拝〉～県道393礼拝長岡線
　　～〈柏崎市二田〉～国道116～
　　燕市笈ヶ島交差点～
○県道574寺泊西山線～〈柏崎市灰爪〉
　　～県道48長岡西山線～〈長岡市宮本〉～
　　国道8～長岡IC～高速道～栄PA～
○県道574寺泊西山線～〈出雲崎町小木〉
　　～県道336出雲崎石地線～
　　〈出雲崎町小木番場〉～国道116～
　　燕市笈ヶ島交差点～
○国道116～〈柏崎市別山〉～
　　県道48長岡西山線～〈長岡市宮本〉
　　～国道8～長岡IC～高速道～栄PA～
○国道116～燕市笈ヶ島交差点～

村上市民ふれあいセンター
TEL 0254-52-0201

村上市岩船3270

○県道574寺泊西山線～〈柏崎市灰爪〉～
　　県道48長岡西山線～〈長岡市宮本〉～
　　国道8～長岡IC～高速道～栄PA～
○県道574寺泊西山線～〈出雲崎町小木〉
　　～県道336出雲崎石地線～
　　〈出雲崎町小木番場〉～国道116～
　　燕市笈ヶ島交差点～
○県道48長岡西山線～〈長岡市宮本〉～
　　国道8～長岡IC～高速道～栄PA～
○県道48長岡西山線～〈柏崎市別山〉～
　　国道116～燕市笈ヶ島交差点～
○国道116～〈柏崎市別山〉～
　　県道48長岡西山線～〈長岡市宮本〉～
　　国道8～長岡IC～高速道～栄PA～
○国道116～燕市笈ヶ島交差点～

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

537 大崎 北北東 7 UPZ 西山（大田） 55 121 0
西山総合体育館
大崎集落センター

538 甲田 北北東 7 UPZ 西山（大田） 15 28 0 西山総合体育館

539 浜忠 北北東 6 UPZ 西山（大田） 69 163 5 浜忠集落センター

534 石地 北北東 10 UPZ 西山（石地） 94 176 6 西山コミュニティセンター石地分館

535 尾町 北北東 9 UPZ 西山（石地） 10 15 0 尾町公会堂

536 大津 北北東 9 UPZ 西山（石地） 54 116 2 大津集落開発センター

150 下藤井 南 5 UPZ 北鯖石 111 291 4 北鯖石コミュニティセンター

151 上藤井 南 6 UPZ 北鯖石 266 673 3 北鯖石コミュニティセンター

152 中田 南 6 UPZ 北鯖石 262 677 9 北鯖石コミュニティセンター

153 畔屋 南南東 6 UPZ 北鯖石 109 242 3 北鯖石コミュニティセンター

154 与三 南南東 5 UPZ 北鯖石 100 257 3 北鯖石コミュニティセンター
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

○神林岩船港IC～〈村上市松喜和〉～
　　国道345～〈村上市浦田〉～目的地
○国道7～〈牧目〉～神林岩船港IC入口～
　　〈村上市松喜和〉～国道345～
　　〈村上市浦田〉～目的地
○国道113～〈胎内市桃崎浜〉～
　　国道345～〈胎内市桃崎浜〉～国道345～
〈村上市浦田〉～目的地

村上市民ふれあいセンター
TEL 0254-52-0201

村上市岩船3270
村上市

○県道11柏崎小国線～〈柏崎市中田〉～
　　県道73鯨波宮川線～〈柏崎市安田〉～
　　国道252～〈十日町市上野〉～
　　県道49小千谷十日町津南線～
　　十日町市水口沢交差点～
○県道11柏崎小国線～〈柏崎市中田〉～
　　県道73鯨波宮川線～〈柏崎市安田〉～
　　国道252～〈十日町市下条栄町〉～
　　国道117～十日町市北原交差点～
○県道11柏崎小国線～〈柏崎市中田〉～
　　県道73鯨波宮川線～〈柏崎市安田〉～
　　国道252～〈柏崎市鳥越〉～国道291～
　　小千谷IC～堀之内PA～
○県道11柏崎小国線～〈柏崎市中田〉～
　　県道73鯨波宮川線～〈柏崎市安田〉～
　　国道252～〈柏崎市鳥越〉～国道291～
　　〈小千谷市桜町上〉～国道117～
　　〈小千谷市山本山大橋西詰〉～国道351
　　～〈小千谷市木津〉～国道17～
　　魚沼市堀之内庁舎前交差点～
○県道11柏崎小国線～〈柏崎市中田〉～
　　県道73鯨波宮川線～〈柏崎市安田〉～
　　国道252～〈柏崎市鳥越〉～国道291～
　　〈長岡市七日町〉～国道404～
　　〈長岡市相野原〉～国道403～
　　〈十日町市仙田〉～国道252～
　　〈十日町市下条栄町〉～国道117～
　　十日町市北原交差点～

村上市民ふれあいセンター
TEL 0254-52-0201

村上市岩船3270

南魚沼市民会館
TEL 025-773-5500

南魚沼市六日町865

道の駅 南魚沼 雪あかり
TEL 025-783-4500

南魚沼市下一日市855

南魚沼市

村上市

○神林岩船港IC～〈村上市松喜和〉～
　　国道345～〈村上市浦田〉～目的地
○国道7～〈牧目〉～神林岩船港IC入口～
　　〈村上市松喜和〉～国道345～
　　〈村上市浦田〉～目的地
○国道113～〈胎内市桃崎浜〉～
　　国道345～〈胎内市桃崎浜〉～国道345～
〈村上市浦田〉～目的地

≪南魚沼市民会館≫
○六日町IC～国道253～〈南魚沼市美佐島〉
　　～国道17号～目的地
○国道253～〈南魚沼市美佐島〉～国道17
　　～目的地
○国道17～目的地

≪道の駅 南魚沼 雪あかり≫
○塩沢石打IC～県道28塩沢大和線～
　　〈南魚沼市関〉～国道17～目的地
○塩沢石打IC～県道28塩沢大和線～
　　〈南魚沼市舞子〉～
　　県道76十日町当間塩沢線～
　　〈十日町市砂押〉～国道17～目的地
○六日町IC～国道253～〈南魚沼市美佐島〉
　　～国道17号～目的地
○国道253～〈南魚沼市美佐島〉～国道17
　　～目的地
○国道17～目的地
○県道76十日町当間塩沢線～
　　〈十日町市砂押〉～国道17～目的地

○国道352～〈柏崎市石地〉～
　　県道336出雲崎石地線～
　　〈出雲崎町小木番場〉～国道116～
　　燕市笈ヶ島交差点～
○国道352～〈出雲崎町川西〉～国道116～
　　燕市笈ヶ島交差点～
○国道352～〈出雲崎町住吉町〉～国道402
　　～長岡市野積橋北詰交差点～

○国道352～〈柏崎市石地〉～
　　県道48長岡西山線～〈長岡市宮本〉～
　　国道8～長岡IC～高速道～栄PA～
○国道352～〈柏崎市石地〉～
　　県道48長岡西山線～〈柏崎市別山〉～
　　国道116～燕市笈ヶ島交差点～
○国道352～〈出雲崎町住吉町〉～
　　国道402～長岡市野積橋北詰交差点～
○国道352～〈柏崎市大崎〉～
　　県道373向山西山停車場線～
　　広域農道6-1号線（堂坂トンネル）～
　　〈柏崎市鎌田〉～
　　県道279椎谷礼拝停車場線～
　　〈柏崎市礼拝〉～県道393礼拝長岡線～
　　〈柏崎市二田〉～国道116～
　　燕市笈ヶ島交差点～
○県道373向山西山停車場線～
　　〈柏崎市大崎〉～国道352～
　　〈出雲崎町住吉町〉～国道402～
　　長岡市野積橋北詰交差点～

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

320 南条 南南東 11 UPZ 北条 142 366 3 北条小・中学校

323 十日市 南南東 10 UPZ 北条 35 87 6 北条小・中学校

324 鹿島 南南東 10 UPZ 北条 38 90 4 北条小・中学校

325 赤尾 南南東 11 UPZ 北条 27 57 2 北条小・中学校

327 四日町 南南東 10 UPZ 北条 107 255 3 北条小・中学校

328 荒町 南南東 10 UPZ 北条 27 53 3 北条小・中学校

329 家近 南南東 10 UPZ 北条 29 82 1 北条小・中学校

331 深沢 南南東 10 UPZ 北条 24 53 1 北条小・中学校

332 東条 南南東 10 UPZ 北条 59 142 9 北条小・中学校

333 小島 南南東 9 UPZ 北条 74 167 10 北条小・中学校

334 山澗 南南東 8 UPZ 北条 61 118 4 北条小・中学校

335 旧広田 南南東 9 UPZ 北条 71 156 8 北条コミュニティセンター

336 大広田 南東 9 UPZ 北条 76 157 5 北条コミュニティセンター

338 山本 南東 9 UPZ 北条 20 52 2 北条コミュニティセンター

339 中村 南東 9 UPZ 北条 15 30 0 北条コミュニティセンター

340 鼻岳 南東 9 UPZ 北条 34 76 3 北条コミュニティセンター

341 岩之入 南東 10 UPZ 北条 43 98 3 北条コミュニティセンター

343 大角間 南東 10 UPZ 北条 19 38 1 北条コミュニティセンター

348 杉平 南東 9 UPZ 北条 34 77 2 北条コミュニティセンター

350 峠・吉井黒川 南東 8 UPZ 北条 4 8 0 北条コミュニティセンター
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

湯沢カルチャーセンター
TEL 025-784-1511

湯沢町神立628-1

湯沢町公民館
TEL 025-784-2460

湯沢町湯沢2822

湯沢町

≪湯沢カルチャーセンター≫
○湯沢IC～国道17～〈湯沢町宮林〉～目的地
○国道17～〈湯沢町宮林〉～目的地

≪湯沢町公民館≫
○湯沢IC～国道17～〈湯沢町湯沢駅前〉～
　　県道268越後湯沢停車場岩原線～
　　〈湯沢町湯沢駅前〉～
　　県道351神立湯沢線～目的地
○国道17～〈湯沢町楽町〉～
　　町道：湯沢町湯沢付近～〈湯沢町楽町〉
　　～県道351神立湯沢線～目的地

○国道291～小千谷IC～高速道～
　　堀之内PA～
○国道291～〈小千谷市桜町上〉～国道117
　　～〈小千谷市山本山大橋西詰〉～
　　国道351～〈小千谷市木津〉～国道17～
　　魚沼市堀之内庁舎前交差点～
○県道11柏崎小国線～〈長岡市塚野山〉～
　　県道171塚山小国線～〈長岡市塚野山〉
　　～国道404～〈長岡市七日町〉～国道291
　　～小千谷IC～高速道～堀之内PA～
○県道11柏崎小国線～〈長岡市塚野山〉～
　　県道171塚山小国線～〈長岡市塚野山〉
　　～国道404～〈長岡市七日町〉～国道291
　　～〈小千谷市桜町上〉～国道117～
　　〈小千谷市山本山大橋西詰〉～
　　～国道351～〈小千谷市木津〉～国道17
　　～魚沼市堀之内庁舎前交差点～
○県道252田代小国線～〈柏崎市善根〉
　　～市道：石曽根付近～〈柏崎市山室〉～
　　県道25柿崎小国線～〈柏崎市山室〉～
　　国道252～〈十日町市上野〉～
　　県道49小千谷十日町津南線～
　　十日町市水口沢交差点～
○国道291～〈長岡市七日町〉～
　　国道404～〈長岡市相野原〉～
　　国道403～〈十日町市仙田〉～
　　国道252～〈十日町市上野〉～
　　県道49小千谷十日町津南線～
　　十日町市水口沢交差点～
○県道11柏崎小国線～〈長岡市塚野山〉～
　　県道171塚山小国線～〈長岡市塚野山〉
　　～国道404～〈長岡市相野原〉～
　　国道403～〈十日町市仙田〉～
　　国道252～〈十日町市上野〉～
　　県道49小千谷十日町津南線～
　　十日町市水口沢交差点～

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

27 八坂町 南南西 8 UPZ 中央 60 125 4 かしわざき市民活動センター

28 港町１・２ 南南西 8 UPZ 中央 203 422 13 中央地区コミュニティセンター

29 港町３ 南南西 7 UPZ 中央 112 271 4 中央地区コミュニティセンター

30 住吉町 南南西 7 UPZ 中央 63 114 2 中央地区コミュニティセンター

31 本町１ 南南西 8 UPZ 中央 35 69 2 かしわざき市民活動センター

32 本町２ 南南西 8 UPZ 中央 46 123 2 かしわざき市民活動センター

33 本町３ 南南西 8 UPZ 中央 46 114 0 柏崎小学校

34 本町４ 南南西 7 UPZ 中央 85 155 2 柏崎アクアパーク

35 小町 南南西 8 UPZ 中央 13 28 0 かしわざき市民活動センター

36 島町 南南西 8 UPZ 中央 32 70 1 かしわざき市民活動センター

37 新島町 南南西 8 UPZ 中央 21 45 1 かしわざき市民活動センター

38 鵜川町 南南西 8 UPZ 中央 41 78 5 かしわざき市民活動センター

39 広小路 南南西 8 UPZ 中央 30 73 1 かしわざき市民活動センター

40 表町 南南西 8 UPZ 中央 43 87 0 産業文化会館

41 旭町１ 南南西 8 UPZ 中央 49 105 5 柏崎小学校

42 旭町２ 南南西 8 UPZ 中央 44 95 3 柏崎アクアパーク

43 比角１６区 南南西 8 UPZ 中央 6 12 0 かしわざき市民活動センター

44 新橋 南南西 8 UPZ 中央 104 211 5 新橋会館

54 駅前通 南南西 8 UPZ 中央 29 43 0 産業文化会館

55 日石町 南南西 8 UPZ 中央 42 69 0 文化会館アルフォーレ

56 駅仲通 南南西 8 UPZ 中央 151 232 24 産業文化会館

57 鏡町 南南西 7 UPZ 中央 259 512 6 文化会館アルフォーレ

58 田町 南南西 7 UPZ 中央 75 157 2 柏崎小学校

 ──────────────────　７－15　──────────────────



30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

≪国道8までの主なルート≫

○中央跨線橋通（市道：錦町・宝町付近）
　　～〈柏崎市宝町〉～国道8
○枇杷島跨線橋通（国道352）
　　～〈柏崎市柳橋町〉～国道8
○番神トンネル通（県道：臨港道路）
　　～〈柏崎市寿町〉～国道8
○中浜通（県道316柏崎港線・県道369黒部
　　柏崎線）～〈柏崎市御野立公園〉～国道8
○海岸通（県道：臨港道路・市道）
　　～〈柏崎市鯨波〉～国道8

≪国道8からの主なルート≫

○国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～

上越市
リージョンプラザ上越
TEL 025-544-2122

上越市下門前446-2

○上越IC～国道18～〈上越市三田〉～
　　県道43上越安塚浦川原線～目的地
○国道8～〈上越市下源入〉～国道18～
　　〈上越市三田〉～
　　県道43上越安塚浦川原線～目的地
○国道8～〈上越市関川大橋東詰〉～
　　市道：上越市下門前付近～目的地

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

59 西学校町 南南西 7 UPZ 中央 34 83 2 柏崎高校

60 本町５ 南南西 7 UPZ 中央 56 102 3 柏崎アクアパーク

61 本町６ 南南西 7 UPZ 中央 22 40 3 柏崎高校

62 本町７ 南南西 7 UPZ 中央 70 120 4 柏崎高校

63 南町 南南西 7 UPZ 中央 38 69 0 柏崎高校

64 東学校町 南南西 7 UPZ 中央 68 149 3 柏崎高校

65 東栄町 南南西 7 UPZ 中央 101 193 5 柏崎工業高校

66 栄町 南南西 7 UPZ 中央 300 658 11 柏崎工業高校

67 新花町 南南西 6 UPZ 中央 215 461 11 柏崎工業高校

68 本町８ 南南西 7 UPZ 中央 72 148 6 柏崎高校

71 諏訪町１ 南南西 7 UPZ 中央 108 217 3 第一中学校

72 諏訪町２ 南南西 7 UPZ 中央 118 218 5 第一中学校

73 諏訪町３ 南南西 6 UPZ 中央 52 119 3 第一中学校

99 桜木町 南南西 5 UPZ 中央 445 968 15
柏崎翔洋中等学校
自然環境浄化センター

100 北園町 南南西 6 UPZ 中央 558 1,022 40 柏崎工業高校

101 柏木町 南南西 6 UPZ 中央 197 395 9
柏崎翔洋中等学校
自然環境浄化センター
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

≪国道8までの主なルート≫

○中央跨線橋通（市道：錦町・宝町付近）
　　～〈柏崎市宝町〉～国道8
○枇杷島跨線橋通（国道352）
　　～〈柏崎市柳橋町〉～国道8
○番神トンネル通（県道：臨港道路）
　　～〈柏崎市寿町〉～国道8
○中浜通（県道316柏崎港線・県道369黒部
　　柏崎線）～〈柏崎市御野立公園〉～国道8
○海岸通（県道：臨港道路・市道）
　　～〈柏崎市鯨波〉～国道8

≪国道8からの主なルート≫

○国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～

○上越IC～国道18～〈上越市三田〉～
　　県道43上越安塚浦川原線～目的地
○国道8～〈上越市下源入〉～国道18～
　　〈上越市三田〉～
　　県道43上越安塚浦川原線～目的地
○国道8～〈上越市関川大橋東詰〉～
　　市道：上越市下門前付近～目的地

上越市
リージョンプラザ上越
TEL 025-544-2122

上越市下門前446-2

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

69 比角１５区乙 南南西 7 UPZ 比角 38 68 2 第二中学校

70 比角１５区甲 南南西 7 UPZ 比角 70 145 2 第二中学校

74 末広町 南南西 7 UPZ 比角 81 172 10
第二中学校
末広町集会場

75 比角２区 南南西 7 UPZ 比角 99 190 2 比角小学校

76 比角３区 南南西 7 UPZ 比角 48 111 2 第二中学校

77 比角４区 南南西 7 UPZ 比角 58 115 1 第二中学校

78 比角５区豊町 南南西 7 UPZ 比角 359 690 3
第二中学校
比角小学校

79 比角６区表 南南西 7 UPZ 比角 30 68 4 第二中学校

80 比角６区裏 南南西 7 UPZ 比角 43 90 5 第二中学校

81 比角７区 南南西 7 UPZ 比角 70 129 3 比角小学校

82 常盤町 南南西 6 UPZ 比角 74 168 2 第二中学校

83 比角１１区 南南西 7 UPZ 比角 488 1,042 12 比角小学校

84 比角８区甲 南南西 6 UPZ 比角 68 137 8 比角コミュニティセンター

85 比角８区乙 南南西 6 UPZ 比角 124 259 5 比角コミュニティセンター

86 比角９区 南南西 7 UPZ 比角 240 453 6 比角小学校

87 比角１０区 南南西 6 UPZ 比角 172 383 15 比角コミュニティセンター

88 松美 南南西 6 UPZ 比角 524 1,140 11 比角コミュニティセンター

89 比角１２区 南南西 7 UPZ 比角 44 73 3 第二中学校

90 比角１３区 南南西 7 UPZ 比角 184 377 6 第二中学校

91 大和町 南南西 6 UPZ 比角 110 242 0 第二中学校

95 北半田 南南西 7 UPZ 比角 346 705 15 比角小学校

96 三和町 南南西 7 UPZ 比角 154 314 6 ワークプラザ柏崎

102 長浜 南南西 6 UPZ 比角 217 442 11
比角コミュニティセンター
ワークプラザ柏崎

103 新田畑 南南西 6 UPZ 比角 181 399 7
比角コミュニティセンター
ワークプラザ柏崎

104 田塚 南 7 UPZ 比角 633 1,308 27 ワークプラザ柏崎

105 南田塚 南 7 UPZ 比角 100 236 2 二葉幼稚園
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

糸魚川市民総合体育館
TEL 025-552-6521

糸魚川市上刈4-3-1
糸魚川市

≪国道8・国道252までの主なルート≫

○本町通（県道152東柏崎停車場比角線
　　・市道）～〈柏崎市田塚〉～国道8
○中央通（県道522野田西本線・市道）
　　～〈柏崎市長浜〉～国道8
○日吉町通（市道：四谷三丁目・日吉町付近）
　　～〈柏崎市日吉町〉～国道8・国道252
○比角小前通（市道：扇町付近）
　　～〈柏崎市北半田〉～国道8
○中央跨線橋通（市道：錦町・宝町付近）
　　～〈柏崎市宝町〉～国道8
○県道11柏崎小国線（田塚一・二丁目付近）
　　～〈柏崎市田塚〉～国道8
○田塚工業団地通（市道：田塚三丁目付近）
　　～〈柏崎市茨目一丁目〉～国道252

≪国道8・国道252からの主なルート≫

○国道8～〈柏崎市日吉町〉～国道252～
　　柏崎IC～高速道～大潟PA～
○国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8～
　 上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～

○糸魚川IC～国道148～
　　〈糸魚川市明星ｾﾒﾝﾄ入口〉～
　　市道：糸魚川市上刈3付近～目的地
○糸魚川IC～国道148～〈糸魚川市大野〉
　　～広域農道：糸魚川市大野付近～
　　〈糸魚川カントリークラブ入口〉～
　　市道：糸魚川市美山公園付近～目的地
○国道8～〈糸魚川市横町〉～国道148～
　　〈糸魚川市上刈〉～
　　県道222西中糸魚川線～〈糸魚川市上刈〉
　　～市道：糸魚川市上刈1付近～目的地
○国道8～〈糸魚川市押上西〉～
　　県道221上町屋釜沢糸魚川線～
　　〈糸魚川市平牛〉～
　　広域農道：糸魚川市平牛付近～
　　〈糸魚川カントリークラブ前〉～
　　市道：糸魚川市美山公園付近～目的地

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

160 茨目 南 7 UPZ 田尻 636 1,465 16 総合体育館

161 佐藤池新田 南 9 UPZ 田尻 189 457 5 総合体育館

162 下軽井川 南 9 UPZ 田尻 69 146 1 新潟産業大学

163 上軽井川 南 10 UPZ 田尻 40 90 3 新潟産業大学

164 城之組 南 9 UPZ 田尻 66 128 10 新潟産業大学附属高校

165 明神 南 10 UPZ 田尻 36 89 2 新潟産業大学附属高校

166 鳥越 南 10 UPZ 田尻 96 226 4 新潟産業大学附属高校

167 安田町 南 9 UPZ 田尻 125 292 5 新潟産業大学附属高校

168 中道 南 9 UPZ 田尻 240 529 9 新潟産業大学附属高校

169 三ツ家 南 8 UPZ 田尻 183 497 4 田尻小学校

170 上田尻 南 8 UPZ 田尻 397 989 14 田尻小学校

171 平井 南 8 UPZ 田尻 188 461 8 東中学校

172 下田尻 南 7 UPZ 田尻 358 909 11 東中学校

173 両田尻 南 7 UPZ 田尻 219 485 7 東中学校

174 緑が丘ニュータウン 南 7 UPZ 田尻 172 432 8 東中学校

178 御山町 南 9 UPZ 田尻 58 158 1 田尻小学校

179 池の峰 南 8 UPZ 田尻 208 457 8 田尻小学校

322 今熊 南南東 9 UPZ 田尻 21 55 1 新潟産業大学附属高校
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

南魚沼市民会館
TEL 025-773-5500

南魚沼市六日町865

道の駅 南魚沼 雪あかり
TEL 025-783-4500

南魚沼市下一日市855

南魚沼市

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。

○国道252～〈十日町市上野〉～
　　県道49小千谷十日町津南線～
　　十日町市水口沢交差点～
○国道252～〈十日町市下条栄町〉～
　　国道117～十日町市北原交差点～
○国道252～〈柏崎市鳥越〉～国道291～
　　小千谷IC～堀之内PA～
○国道252～〈柏崎市鳥越〉～国道291～
　　〈小千谷市桜町上〉～国道117～
　　〈小千谷市山本山大橋西詰〉～
　　国道351～〈小千谷市木津〉～国道17～
　　魚沼市堀之内庁舎前交差点～
○国道252～〈柏崎市鳥越〉～国道291～
　　〈長岡市七日町〉～国道404～
　　〈長岡市相野原〉～国道403～
　　〈十日町市仙田〉～国道252～
　　〈十日町市上野〉～
　　県道49小千谷十日町津南線～
　　十日町市水口沢交差点～

≪南魚沼市民会館≫
○六日町IC～国道253～〈南魚沼市美佐島〉
　　～国道17号～目的地
○国道253～〈南魚沼市美佐島〉～国道17
　　～目的地
○国道17～目的地

≪道の駅 南魚沼 雪あかり≫
○塩沢石打IC～県道28塩沢大和線～
　　〈南魚沼市関〉～国道17～目的地
○塩沢石打IC～県道28塩沢大和線～
　　〈南魚沼市舞子〉～
　　県道76十日町当間塩沢線～
　　〈十日町市砂押〉～国道17～目的地
○六日町IC～国道253～〈南魚沼市美佐島〉
　　～国道17号～目的地
○国道253～〈南魚沼市美佐島〉～国道17
　　～目的地
○国道17～目的地
○県道76十日町当間塩沢線～
　　〈十日町市砂押〉～国道17～目的地
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

4 番神１区 南西 9 UPZ 大洲 80 167 4 大洲小学校

5 番神２区 南西 9 UPZ 大洲 44 102 3 大洲小学校

6 番神３区 南西 9 UPZ 大洲 37 87 5 大洲小学校

7 番神４区 南西 9 UPZ 大洲 37 79 2 大洲小学校

8 大洲１区 南西 9 UPZ 大洲 71 152 6
大洲小学校
大洲コミュニティセンター

9 大洲２区 南西 9 UPZ 大洲 49 95 3 大洲小学校

10 寿町 南西 9 UPZ 大洲 79 160 4 大洲コミュニティセンター

11 大洲６区 南西 9 UPZ 大洲 45 96 10 大洲小学校

12 大洲７区 南南西 8 UPZ 大洲 50 114 6 大洲小学校

13 大洲３区 南南西 8 UPZ 大洲 57 129 1
大洲小学校
大洲コミュニティセンター

14 大洲４区甲 南南西 8 UPZ 大洲 61 105 6 大洲小学校

15 大洲４区乙 南南西 8 UPZ 大洲 53 111 3 大洲小学校

18 大洲５区 南南西 8 UPZ 大洲 32 61 6 大洲小学校

20 大洲８区 南南西 9 UPZ 大洲 79 158 2
大洲小学校
大洲コミュニティセンター

23 緑ケ丘 南南西 9 UPZ 大洲 28 35 2 大洲コミュニティセンター

24 若葉町 南南西 9 UPZ 大洲 38 73 3 大洲小学校

25 大洲９区 南南西 8 UPZ 大洲 52 99 3 大洲小学校

26 大洲１０区 南南西 8 UPZ 大洲 80 149 0 大洲小学校

114 上の山 南南西 9 UPZ 大洲 65 146 2 大洲コミュニティセンター

116 緑町 南南西 9 UPZ 大洲 11 24 0 大洲コミュニティセンター

9046 赤坂町（行政区） 南南西 9 UPZ 大洲 152 153 0 大洲コミュニティセンター

1 鯨波 南西 10 UPZ 鯨波 236 523 5 鯨波コミュニティセンター

2 東の輪町 南西 10 UPZ 鯨波 95 209 2 東の輪町公会堂

3 川内 南西 11 UPZ 鯨波 108 236 5 鯨波コミュニティセンター

119 谷根 南西 14 UPZ 上米山 61 127 4 上米山コミュニティセンター

128 小杉 南西 16 UPZ 上米山 1 3 0 上米山コミュニティセンター
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

○国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～
○国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　  県道30新井柿崎線～
　  上越市吉川区梶交差点～
○県道316柏崎港線～〈柏崎市番神〉～
　  県道369黒部柏崎線～
　　〈柏崎市御野立公園〉～国道8～米山IC～
　  高速道～大潟PA～
○県道316柏崎港線～〈柏崎市番神〉～
　  県道369黒部柏崎線～
　　〈柏崎市御野立公園〉～国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～
○県道316柏崎港線～〈柏崎市番神〉～
　  県道369黒部柏崎線～
　　〈柏崎市御野立公園〉～国道8～
　　〈上越市柿崎区馬正面〉～
　  県道30新井柿崎線～
　  上越市吉川区梶交差点～
○県市道：柏崎港付近～〈柏崎市鯨波〉～
　  国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○県市道：柏崎港付近～〈柏崎市鯨波〉～
　  国道8～
  　上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～
○県市道：柏崎港付近～〈柏崎市鯨波〉～
　  国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　  県道30新井柿崎線～
　  上越市吉川区梶交差点～

○高速道～新井PA：目的地
○国道18～目的地
○県道30新井柿崎線～〈上越市板倉区針〉
　　～県道254上小沢脇野田停車場線～
　　〈妙高市柳井田〉～国道292～
　　〈上越市寺町〉～国道18～目的地

妙高市
道の駅 あらい
TEL 0255-70-1021

妙高市猪野山58-1

道の駅 あらい
TEL 0255-70-1021

妙高市猪野山58-1
妙高市

妙高市

○高速道～新井PA：目的地
○国道18～目的地
○県道30新井柿崎線～〈上越市板倉区針〉
　　～県道254上小沢脇野田停車場線～
　　〈妙高市柳井田〉～国道292～
　　〈上越市寺町〉～国道18～目的地

○県道257田屋青海川停車場線～
　　〈柏崎市青海川〉～国道8～米山IC～
　  高速道～大潟PA～
○県道257田屋青海川停車場線～
　　〈柏崎市青海川〉～国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～
○県道257田屋青海川停車場線～
　　〈柏崎市青海川〉～国道8～
　　〈上越市柿崎区馬正面〉～
  　県道30新井柿崎線～
　  上越市吉川区梶交差点～

○高速道～新井PA：目的地
○国道18～目的地
○県道30新井柿崎線～〈上越市板倉区針〉
　　～県道254上小沢脇野田停車場線～
　　〈妙高市柳井田〉～国道292～
　　〈上越市寺町〉～国道18～目的地

○国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～
○国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　  県道30新井柿崎線～
 　 上越市吉川区梶交差点～

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。

道の駅 あらい
TEL 0255-70-1021

妙高市猪野山58-1
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

22 米山台 南南西 9 UPZ 剣野 825 1,796 34 西小学校

53 三島町 南南西 9 UPZ 剣野 205 456 11
西小学校
柏崎総合高校

21 常盤台 南南西 9 UPZ 剣野 291 632 14 西小学校

52 剣野 南南西 9 UPZ 剣野 383 828 15
西小学校
柏崎総合高校

107 新赤坂 南南西 10 UPZ 剣野 255 667 9 第三中学校

115 さくらニュータウン 南南西 10 UPZ 剣野 347 1,056 9 第三中学校

46 柳橋町 南南西 8 UPZ 枇杷島 283 522 5 枇杷島小学校

47 関町 南南西 8 UPZ 枇杷島 317 657 6 枇杷島小学校

48 穂波町 南南西 8 UPZ 枇杷島 428 863 13 枇杷島コミュニティセンター

49 幸町 南南西 8 UPZ 枇杷島 288 536 15 枇杷島小学校

50 城東 南南西 9 UPZ 枇杷島 313 705 20 柏崎総合高校

51 宮場町 南南西 8 UPZ 枇杷島 354 792 15 枇杷島コミュニティセンター

92 田中・宝町 南南西 8 UPZ 枇杷島 564 923 10 鏡が沖中学校

9065 元城町（行政区） 南南西 9 UPZ 枇杷島 11 13 0 柏崎総合高校

93 朝日が丘 南南西 8 UPZ 半田 148 366 3
総合体育館
半田小学校

94 半田 南南西 8 UPZ 半田 689 1,503 26
総合体育館
半田小学校

97 半田住宅団地 南南西 9 UPZ 半田 151 237 13
半田小学校
鏡が沖中学校

98 岩上 南南西 8 UPZ 半田 256 473 3 半田小学校

106 長峰町 南南西 9 UPZ 半田 131 262 6
新潟工科大学
総合体育館
半田小学校

108 南半田 南南西 8 UPZ 半田 226 565 6
総合体育館
半田小学校

109 ゆりが丘 南南西 9 UPZ 半田 377 970 7
新潟工科大学
総合体育館
半田小学校

112 西半田 南南西 8 UPZ 半田 413 882 10 鏡が沖中学校

113 東半田 南南西 8 UPZ 半田 357 808 9
総合体育館
半田小学校
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

○能生IC～
　　県道88能生ｲﾝﾀｰ線～〈糸魚川市能生〉
　　～国道8～目的地
○名立谷浜IC～
　　県道87名立谷浜ｲﾝﾀｰ線～
　　〈上越市名立谷浜IC入口〉～国道8～
　　目的地
○国道8～目的地

○国道8バイパス～国道8～米山IC～高速道～
大潟PA～
○国道8バイパス～国道8～上越市大潟区鵜
の浜温泉入口交差点～
○国道8ﾊﾞｲﾊﾟｽ～〈柏崎市茨目〉～国道252
　　～柏崎IC～高速道～大潟PA～
○国道8ﾊﾞｲﾊﾟｽ～〈柏崎市城東〉～国道353
　　～〈柏崎市新道〉～県道73鯨波宮川線
　　～〈柏崎市鯨波〉～国道8～米山IC～
　　高速道～大潟PA～
○国道8ﾊﾞｲﾊﾟｽ～〈柏崎市城東〉～
　  国道353～〈柏崎市新道〉～
　  県道73鯨波宮川線～〈柏崎市鯨波〉～
　  国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～
○県道522野田西本線～〈柏崎市堀〉～
　  県道73鯨波宮川線～〈柏崎市鯨波〉～
　  国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○県道522野田西本線～〈柏崎市堀〉～
　  県道73鯨波宮川線～〈柏崎市鯨波〉～
　  国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～

道の駅 マリンドリーム能生
TEL 025-566-3456

糸魚川市能生小泊3596-2
糸魚川市

○国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8バイパス～国道8～米山IC～高速道～
大潟PA～
○国道353～〈柏崎市新道〉～
　  県道73鯨波宮川線～〈柏崎市鯨波〉～
　  国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～
○国道8バイパス～国道8～上越市大潟区鵜
の浜温泉入口交差点～
○国道353～〈柏崎市新道〉～
　  県道73鯨波宮川線～〈柏崎市鯨波〉～
　  国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～

○糸魚川IC～国道148～
　　〈糸魚川市明星ｾﾒﾝﾄ入口〉～
　　市道：糸魚川市上刈3付近～目的地
○糸魚川IC～国道148～〈糸魚川市大野〉
　　～広域農道：糸魚川市大野付近～
　　〈糸魚川カントリークラブ入口〉～
　　市道：糸魚川市美山公園付近～目的地
○国道8～〈糸魚川市横町〉～国道148～
　　〈糸魚川市上刈〉～
　　県道222西中糸魚川線～〈糸魚川市上刈〉
　　～市道：糸魚川市上刈1付近～目的地
○国道8～〈糸魚川市押上西〉～
　　県道221上町屋釜沢糸魚川線～
　　〈糸魚川市平牛〉～
　　広域農道：糸魚川市平牛付近～
　　〈糸魚川カントリークラブ前〉～
　　市道：糸魚川市美山公園付近～目的地

糸魚川市
糸魚川市民総合体育館
TEL 025-552-6521

糸魚川市上刈4-3-1

○国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～
○国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　  県道30新井柿崎線～
　  上越市吉川区梶交差点～

○国道8～米山IC～高速道～大潟PA～
○国道8バイパス～国道8～米山IC～高速道～
大潟PA～
○国道8～
　  上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～
○国道8バイパス～国道8～上越市大潟区鵜
の浜温泉入口交差点～

○高速道～新井PA：目的地
○国道18～目的地
○県道30新井柿崎線～〈上越市板倉区針〉
　　～県道254上小沢脇野田停車場線～
　　〈妙高市柳井田〉～国道292～
　　〈上越市寺町〉～国道18～目的地

○上越IC～国道18～〈上越市三田〉～
　　県道43上越安塚浦川原線～目的地
○国道8～〈上越市下源入〉～国道18～
　　〈上越市三田〉～
　　県道43上越安塚浦川原線～目的地
○国道8～〈上越市関川大橋東詰〉～
　　市道：上越市下門前付近～目的地

上越市

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。

上越市

道の駅 あらい
TEL 0255-70-1021

妙高市猪野山58-1

リージョンプラザ上越
TEL 025-544-2122

上越市下門前446-2
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

180 黒滝 南南西 13 UPZ 高田 59 161 10 新道小学校

181 貝渕 南南西 12 UPZ 高田 17 31 1 新道小学校

183 新道 南南西 11 UPZ 高田 279 701 15
新道小学校
高田コミュニティセンター

184 上方 南南西 10 UPZ 高田 93 236 6 高田コミュニティセンター

185 下方 南南西 10 UPZ 高田 74 190 4 高田コミュニティセンター

186 横山 南南西 9 UPZ 高田 165 353 4 新潟工科大学

187 藤橋 南南西 10 UPZ 高田 156 304 3 新潟工科大学

188 堀 南 10 UPZ 高田 172 347 11 新潟工科大学

189 南下 南 12 UPZ 高田 43 108 1 南中学校

190 向陽町 南南西 9 UPZ 高田 418 898 12 新潟工科大学

250 下加納 南 10 UPZ 中鯖石 88 198 3 下加納ふれあいセンター

251 中加納 南 12 UPZ 中鯖石 39 90 7 鯖石小学校

252 上加納 南 13 UPZ 中鯖石 68 155 2 鯖石小学校

253 与板 南 14 UPZ 中鯖石 82 160 4 鯖石小学校・第五中学校

254 宮平 南 15 UPZ 中鯖石 46 93 1 第五中学校

255 久木太 南南東 15 UPZ 中鯖石 16 24 0 第五中学校

256 石川 南南東 14 UPZ 中鯖石 13 23 2 中鯖石コミュニティセンター

257 佐之久 南南東 13 UPZ 中鯖石 45 105 5 中鯖石コミュニティセンター

258 飛岡 南南東 13 UPZ 中鯖石 40 83 2 中鯖石コミュニティセンター

259 久之木 南南東 13 UPZ 中鯖石 46 113 2 中鯖石コミュニティセンター
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

ユートピアくびき希望館
（頸城地区公民館）
TEL 025-530-2360

上越市頸城区百間町716

○国道253～〈上越市浦川原区飯室西〉～
　　県道253浦川原犀潟停車場線～
　　〈上越市頸城区百間町〉～
　　県道77上越頸城大潟線～目的地
○国道253～〈上越市上名柄〉～
　　県道77上越頸城大潟線～目的地

ユートピアくびき希望館
（頸城地区公民館）
TEL 025-530-2360

上越市頸城区百間町716

上越市

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。

上越市

○国道252～〈柏崎市岡野町〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○国道252～〈十日町市仙田〉～国道403～
　　〈十日町市犬伏〉～国道253～
　　十日町市松代交差点～
○県道252田代小国線～〈柏崎市善根〉～
　　市道：石曽根付近～〈柏崎市山室〉～
　　県道25柿崎小国線～〈柏崎市山室〉～
　　国道252～〈柏崎市岡野町〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○県道252田代小国線～〈柏崎市善根〉～
　　市道：石曽根付近～〈柏崎市山室〉～
　　県道25柿崎小国線～〈柏崎市山室〉～
　　国道252～〈十日町市仙田〉～国道403
　　～〈十日町市犬伏〉～国道253～
　　十日町市松代交差点～

○県道30新井柿崎線～
　　〈上越市頸城区森本〉～
　　県道253浦川原犀潟停車場線～
　　〈上越市頸城区百間町〉～
　　県道77上越頸城大潟線～目的地
○県道30新井柿崎線～〈上越市青野〉～
　　国道253～〈上越市上名柄〉～
　　県道77上越頸城大潟線～目的地
○国道253～〈上越市浦川原区飯室西〉～
　　県道253浦川原犀潟停車場線～
　　〈上越市頸城区百間町〉～
　　県道77上越頸城大潟線～目的地

○国道353～〈柏崎市新道〉～
　　県道73鯨波宮川線～〈柏崎市鯨波〉～
　　国道8～米山IC～高速道～柿崎IC～
　　国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　　県道30新井柿崎線～
　　上越市吉川区梶交差点～
○国道353～〈柏崎市新道〉～
　　県道73鯨波宮川線～〈柏崎市鯨波〉～
　　国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　　県道30新井柿崎線～
　　上越市吉川区梶交差点～
○県道522野田西本線～〈柏崎市堀〉～
　　県道73鯨波宮川線～〈柏崎市鯨波〉～
　　国道8～米山IC～高速道～柿崎IC～
　　国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　　県道30新井柿崎線～
　　上越市吉川区梶交差点～
○県道522野田西本線～〈柏崎市堀〉～
　　県道73鯨波宮川線～〈柏崎市鯨波〉～
　　国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　　県道30新井柿崎線～
　　上越市吉川区梶交差点～
○国道353～〈柏崎市石黒〉～
　　県道275門出石黒線～〈柏崎市門出〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○県道522野田西本線～〈柏崎市佐水〉～
　　県道25柿崎小国線～〈柏崎市野田〉～
　　国道353～〈柏崎市石黒〉～
　　県道275門出石黒線～〈柏崎市門出〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

270 森近 南 16 UPZ 南鯖石 32 51 2 南鯖石コミュニティセンター

271 笹崎 南 16 UPZ 南鯖石 23 53 0 南鯖石コミュニティセンター

272 行兼 南 17 UPZ 南鯖石 27 59 1 南鯖石コミュニティセンター

273 宮之下 南 17 UPZ 南鯖石 38 65 1 南鯖石コミュニティセンター

274 西之入 南 18 UPZ 南鯖石 40 88 4 南鯖石コミュニティセンター

275 小清水 南 19 UPZ 南鯖石 29 51 1 南鯖石コミュニティセンター

276 田島 南 18 UPZ 南鯖石 84 166 3 南鯖石コミュニティセンター

277 山室 南南東 19 UPZ 南鯖石 45 86 1 大沢集落集会場

278 大沢 南南東 20 UPZ 南鯖石 80 150 2 大沢集落集会場

212 上輪 南西 18 UPZ 米山 19 27 2 米山コミュニティセンター

213 高畔 南西 19 UPZ 米山 4 10 0 米山コミュニティセンター

215 青海川 南西 13 UPZ 米山 51 115 0 米山コミュニティセンター

216 笠島 南西 14 UPZ 米山 88 187 5 笠島ふれあいセンター

217 上輪新田 南西 17 UPZ 米山 21 46 0 上輪新田ふれあい館

218 米山町 南西 19 UPZ 米山 128 282 12 米山コミュニティセンター

219 大平 南西 19 UPZ 米山 3 7 0 米山コミュニティセンター

240 上条 南南西 13 UPZ 上条 50 113 1 上条コミュニティセンター

241 宮之窪 南 13 UPZ 上条 124 274 4 上条コミュニティセンター

242 山口 南 15 UPZ 上条 35 90 0 上条コミュニティセンター

243 佐水 南 14 UPZ 上条 43 91 1
上条コミュニティセンター
いこいの里

244 古町 南 13 UPZ 上条 28 53 1 上条コミュニティセンター

245 芋川 南 14 UPZ 上条 16 33 0 上条コミュニティセンター
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

○国道252～〈柏崎市岡野町〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○国道252～〈十日町市仙田〉～国道403～
　　〈十日町市犬伏〉～国道253～
　　十日町市松代交差点～
○市道：石曽根付近～〈柏崎市山室〉～
　　県道25柿崎小国線～〈柏崎市山室〉～
　　国道252～〈柏崎市岡野町〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○市道：石曽根付近～〈柏崎市山室〉～
　　県道25柿崎小国線～〈柏崎市山室〉～
　　国道252～〈十日町市仙田〉～国道403
　　～〈十日町市犬伏〉～国道253～
　　十日町市松代交差点～

○国道253～〈上越市浦川原区飯室西〉～
　　県道253浦川原犀潟停車場線～
　　〈上越市頸城区百間町〉～
　　県道77上越頸城大潟線～目的地
○国道253～〈上越市上名柄〉～
　　県道77上越頸城大潟線～目的地

ユートピアくびき希望館
（頸城地区公民館）
TEL 025-530-2360

上越市頸城区百間町716

上越市

○国道253～〈上越市浦川原区飯室西〉～
　　県道253浦川原犀潟停車場線～
　　〈上越市頸城区百間町〉～
　　県道77上越頸城大潟線～目的地
○国道253～〈上越市上名柄〉～
　　県道77上越頸城大潟線～目的地

道の駅 あらい
TEL 0255-70-1021

妙高市猪野山58-1
上越市

ユートピアくびき希望館
（頸城地区公民館）
TEL 025-530-2360

上越市頸城区百間町716

上越市

○高速道～新井PA：目的地
○国道18～目的地
○県道30新井柿崎線～〈上越市板倉区針〉
　　～県道254上小沢脇野田停車場線～
　　〈妙高市柳井田〉～国道292～
　　〈上越市寺町〉～国道18～目的地

○国道8～柿崎IC～高速道～大潟PA～
○国道8～
　　上越市大潟区鵜の浜温泉入口交差点～
○国道8～〈上越市柿崎区馬正面〉～
　　県道30新井柿崎線～
　　上越市吉川区梶交差点～

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。

○国道353～〈柏崎市石黒〉～
　　県道275門出石黒線～〈柏崎市門出〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○国道353～〈柏崎市野田〉～
　　県道25柿崎小国線～〈柏崎市与板〉～
　　国道252～〈柏崎市岡野町〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○国道353～〈柏崎市野田〉～
　　県道25柿崎小国線～〈柏崎市与板〉～
　　国道252～〈十日町市仙田〉～国道403
　　～〈十日町市犬伏〉～国道253～
　　十日町市松代交差点～
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

280 久米 南 15 UPZ 別俣 74 157 7 別俣コミュニティセンター

281 水上 南 16 UPZ 別俣 40 84 2 別俣コミュニティセンター

282 細越 南 16 UPZ 別俣 13 25 0 別俣コミュニティセンター

283 下野田 南 16 UPZ 野田 41 82 0 野田コミュニティセンター

284 野田 南 17 UPZ 野田 21 33 0 野田コミュニティセンター

285 中組 南 17 UPZ 野田 20 34 2 野田コミュニティセンター

286 上組 南 18 UPZ 野田 21 52 2 野田コミュニティセンター

287 木沢 南南西 17 UPZ 野田 21 48 1 野田コミュニティセンター

288 石払 南南西 17 UPZ 野田 21 42 1 野田コミュニティセンター

289 諏訪 南南西 17 UPZ 野田 11 25 1 野田コミュニティセンター

290 田屋 南南西 16 UPZ 野田 28 53 4 野田コミュニティセンター

302 清水谷 南 20 UPZ 野田 1 1 0 野田コミュニティセンター

291 高原田 南南西 20 UPZ 野田 2 4 1 鵜川体験の里ほたる

292 上野 南南西 20 UPZ 野田 11 13 1 鵜川体験の里ほたる

293 下野 南南西 20 UPZ 野田 2 4 3 鵜川体験の里ほたる

294 宮原 南南西 20 UPZ 野田 10 15 2 鵜川体験の里ほたる

295 駒之間 南 21 UPZ 野田 3 3 0 鵜川体験の里ほたる

296 餅粮 南 21 UPZ 野田 0 0 0 鵜川体験の里ほたる

297 拝庭 南 22 UPZ 野田 0 0 0 鵜川体験の里ほたる

298 北向 南 22 UPZ 野田 0 0 0 鵜川体験の里ほたる

299 上向 南 22 UPZ 野田 0 0 0 鵜川体験の里ほたる

300 阿相島 南 23 UPZ 野田 0 0 0 鵜川体験の里ほたる

301 市野新田 南南西 21 UPZ 野田 4 4 3 鵜川体験の里ほたる
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

○県道25柿崎小国線～〈柏崎市野田〉～
　　国道353～〈柏崎市石黒〉～
　　県道275門出石黒線～〈柏崎市門出〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○県道25柿崎小国線～〈柏崎市与板〉～
　　国道252～〈柏崎市岡野町〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○県道25柿崎小国線～〈柏崎市与板〉～
　　国道252～〈十日町市仙田〉～国道403
　　～〈十日町市犬伏〉～国道253～
　　十日町市松代交差点～
○国道353～〈柏崎市石黒〉～
　　県道275門出石黒線～〈柏崎市門出〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。

○県道25柿崎小国線～〈柏崎市野田〉～
　　国道353～〈柏崎市石黒〉～
　　県道275門出石黒線～〈柏崎市門出〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○県道25柿崎小国線～〈柏崎市与板〉～
　　国道252～〈柏崎市岡野町〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○県道25柿崎小国線～〈柏崎市与板〉～
　　国道252～〈十日町市仙田〉～国道403
　　～〈十日町市犬伏〉～国道253～
　　十日町市松代交差点～

大島就業改善センター
（大島地区公民館）
TEL 025-594-3201

上越市大島区岡3388-1

上越市○国道253～〈上越市大島区大平〉～目的地

○国道253～〈上越市大島区大平〉～目的地 上越市

大島就業改善センター
（大島地区公民館）
TEL 025-594-3201

上越市大島区岡3388-1
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柏崎市地区別避難先等一覧

コード

世帯数・人口　令和8年(2026年)4月1日現在
避難行動要支援者　令和8年(2026年)4月1日現在

避難行動
要支援者

（人）
一時集合場所

町内会位置情報

　　町内会 発電所
との距離
(km)

重点
区域

ｺﾐｭﾆﾃｨ
地区

世帯数
人口
（人）

400 岡田 南 21 UPZ 高柳 89 152 7 岡田集落センター

401 岡野町 南 22 UPZ 高柳 158 290 4 高柳小学校

402 高尾 南 24 UPZ 高柳 18 27 1 高柳小学校

403 坪野 南 23 UPZ 高柳 32 60 2 高柳小学校

404 磯之辺 南 23 UPZ 高柳 2 4 0 高柳小学校

405 漆島 南 24 UPZ 高柳 18 35 1 門出集落センター

406 荻ノ島 南 25 UPZ 高柳 19 37 0 門出集落センター

407 門出 南 26 UPZ 高柳 68 138 3 門出集落センター

408 栃ケ原 南 26 UPZ 高柳 11 15 0 高柳小学校

409 山中 南南東 24 UPZ 高柳 15 22 2 高柳小学校

410 塩沢 南南東 23 UPZ 高柳 22 43 2 高柳小学校

411 板畑 南 25 UPZ 高柳 2 3 0 石黒地域活動拠点施設

412 大野 南 25 UPZ 高柳 2 5 0 石黒地域活動拠点施設

413 上石黒 南 26 UPZ 高柳 10 15 1 石黒地域活動拠点施設

414 下石黒 南 26 UPZ 高柳 5 9 1 石黒地域活動拠点施設

415 落合 南 27 UPZ 高柳 3 7 0 石黒地域活動拠点施設

416 居谷 南 29 UPZ 高柳 2 2 0 石黒地域活動拠点施設

417 寄合 南 27 UPZ 高柳 7 10 0 石黒地域活動拠点施設

418 田代 南 28 UPZ 高柳 10 20 0 門出集落センター
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30km付近までの経路　　　　は30km付近の目安 避難経由所近傍の経路

主な避難経路 避難先
市町村

避難経由所
上段：名称

   下段：所在地

IC：インターチェンジ SA：サービスエリア

PA：パーキングエリア 〈カッコ〉：交差点

凡

例

※「避難経由所」は、避難先自治体における目的地であり、多くの駐車スペースを持つなど比較的大規模な施設を指定しています。
　 避難経由所に到着した避難者は、避難先自治体によって順次開設される避難所へ誘導されます。

大島就業改善センター
（大島地区公民館）
TEL 025-594-3201

上越市大島区岡3388-1

上越市○国道253～〈上越市大島区大平〉～目的地

○県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○県道275門出石黒線～〈柏崎市門出〉～
　　県道12松代高柳線～
　　十日町市松代交差点～
○県道12松代高柳線～〈柏崎市岡野町〉～
　　国道252～〈十日町市仙田〉～国道403
　　～〈十日町市犬伏〉～国道253～
　　十日町市松代交差点～
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────────────────── 別－1 ────────────────── 

【別紙】  

「柏崎市原子力災害広域避難計画」における今後の課題 

 

避難の実効性を高めていくため、国、県、県内市町村及び防災関係機関と引き続き協議し、

関係機関相互の連携体制の構築や国の支援体制の強化等をより具体化するとともに、その内容

を本計画に順次反映していくものとする。 

 

 １ 広域避難体制 

① 国や関係機関の協力を得て、自家用車以外のあらゆる手段（船舶、鉄道、ヘリコプター

等）の確実性のある避難手段の確保を検討する。 

  ② 避難経路阻害要因調査結果による県の対応を確認・検討する。 

 

２ 受入自治体との連携 

受入自治体と、情報連絡体制、避難経由所・避難所・福祉避難所の運営及び食糧・物資の

調達、必要な資機材等について具体的な協議を行い、連携を図るとともに、県、国等へ必要

な支援を求める。 

 

３ 要配慮者の避難体制及び避難の実施により健康リスクが高まる者への対応 

① 在宅の要配慮者（避難行動要支援者等）の具体的な避難体制の構築及び避難手段の確保

を図る。 

② 県、関係市町村及び関係機関等とともに、要配慮者の避難先での支援体制を検討する。 

③ 避難の実施により健康リスクが高まる者の防護措置の実施・支援体制の整備を図る。 

 

４ 避難経路の確保と避難の円滑化 

   円滑な広域避難ができるよう道路整備や改良、除雪体制の充実・強化、道路監視体制の

実現を働きかけていく。 

 



 

  

資 料 編 



────────────────── 資－1 ───────────────── 

 

資料－１ 現行の原災法等における緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組みについて 
 

（原子力災害対策指針から抜粋） 

沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉施設 

（原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 防護措置の概要 

① 原子炉の運転中に原子炉保護回路の１チャンネルから原子炉停止信号が発信され、その

状態が一定時間継続された場合において、当該原子炉停止信号が発信された原因を特定

できないこと、又は原子炉の非常停止が必要な場合において、原子炉制御室からの制御

棒の挿入操作により原子炉を停止することができないこと、若しくは停止したことを確

認することができないこと。 

② 原子炉の運転中に保安規定（炉規法第４３条の３の２４に規定する保安規定をいう。以

下同じ。）で定められた数値を超える原子炉冷却材の漏えいが起こり、定められた時間

内に定められた措置を実施できないこと、又は原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の

作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生すること。 

③ 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失すること。 

④ 原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から熱を除去する機能が喪失した場合にお

いて、当該原子炉から残留熱を除去する機能の一部が喪失すること。 

⑤非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母線に電気を供給する電源が

一となる状態が１５分間以上継続すること、全ての非常用交流母線からの電気の供給が

停止すること、又は外部電源喪失が３時間以上継続すること。 

⑥ 原子炉の停止中に当該原子炉容器内の水位が水位低設定値まで低下すること。 

⑦ 使用済燃料貯蔵槽の水位が一定の水位まで低下すること。 

⑧ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室（実用発電用原子炉及びその附属施設の技術

基準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第６号）第３８条第４項及び研究

開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成２５年原子力規

制委員会規則第１０号）第３７条第４項に規定する装置が施設された室をいう。以下同

じ。）からの原子炉の運転や制御に影響を及ぼす可能性が生じること。 

⑨ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外との通信のた

めの設備の一部の機能が喪失すること。 

⑩ 重要区域（原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者

防災業務計画等に関する命令（平成２４年文部科学省・経済産業省令第４号）第２条第

２項第８号に規定する重要区域をいう。以下同じ。）において、火災又は溢水が発生し、

同号に規定する安全上重要な構築物、系統又は機器（以下「安全機器等」という。）の

機能の一部が喪失するおそれがあること。 

⑪ 燃料被覆管障壁若しくは原子炉冷却系障壁が喪失するおそれがあること、又は、燃料被

覆管障壁若しくは原子炉冷却系障壁が喪失すること。 

⑫ 当該原子力事業所所在市町村において、震度６弱以上の地震が発生した場合。 

⑬ 当該原子力事業所所在市町村沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が発表された

場合。 

⑭ オンサイト総括が警戒を必要と認める原子炉施設の重要な故障等が発生した場合。 

⑮ 当該原子炉施設において新規制基準で定める設計基準を超える外部事象が発生した場合

（竜巻、洪水、台風、火山等）。 

⑯ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあることを

認知した場合など委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必要と判断した場合。 

体制構築や情報収

集を行い、住民防

護のための準備を

開始する。 

令和７年(２０２５年)１０月３日現在 
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沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉施設 

（原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ  防護措置の概要 

① 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生

した場合において、非常用炉心冷却装置及び原子炉隔離時冷却系に係る装置並びにこれ

らと同等の機能を有する設備（以下「非常用炉心冷却装置等」という。）のうち当該原

子炉へ高圧又は低圧で注水するもののいずれかによる注水が直ちにできないこと。 

② 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合において、非常用炉心

冷却装置等のうち当該原子炉へ高圧で注水するものによる注水が直ちにできないこと。 

③ 原子炉の運転中に主復水器により当該原子炉から熱を除去できない場合において、残留

熱除去系装置等により当該原子炉から残留熱を直ちに除去できないこと。 

④ 全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が３０分間以上継続

すること。 

⑤ 非常用直流母線が一となった場合において、当該直流母線に電気を供給する電源が一と

なる状態が５分間以上継続すること。 

⑥ 原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が非常用炉心冷却装置（当該原子炉へ低圧で注水

するものに限る。）が作動する水位まで低下した場合において、全ての非常用炉心冷却

装置による注水ができないこと。 

⑦ 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと、又は当該貯蔵槽の水位を維持できていな

いおそれがある場合において、当該貯蔵槽の水位を測定できないこと。 

⑧ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室の環境が悪化することにより原子炉の制御に

支障が生じること、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合におい

て、原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異

常を表示する警報装置の機能の一部が喪失すること。 

⑨ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外との通信のた

めの設備の全ての機能が喪失すること。 

⑩ 火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失すること。 

⑪ 原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定時間にわたって通常の運転及び停止中

において想定される上昇率を超えること。 

⑫ 原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損傷が発生していない場合において、炉

心の損傷を防止するために原子炉格納容器圧力逃がし装置を使用すること。 

⑬ 燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがある

こと、燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがあること、又は燃

料被覆管の障壁若しくは原子炉冷却系の障壁が喪失するおそれがある場合において原子

炉格納容器の障壁が喪失すること。 

⑭ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の判断基準とし

て政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬

に係る場合を除く。）。 

⑮ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれがあること等

放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出されるおそれがあり、原

子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の実施

を開始する必要がある事象が発生すること。 

ＰＡＺ内の住民等

の避難準備、及び

早期に実施が必要

な住民避難等の防

護措置を行う。 

令和７年(２０２５年)１０月３日現在 
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沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉施設 

（原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ  防護措置の概要 

① 原子炉の非常停止が必要な場合において、全ての停止操作により原子炉を停止すること

ができないこと、又は停止したことを確認することができないこと。 

② 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生

した場合において、全ての非常用炉心冷却装置等による注水が直ちにできないこと。 

③ 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合において、全ての非常

用炉心冷却装置等による注水が直ちにできないこと。 

④ 原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器の設計上の最高使用圧力又は最高使用

温度に達すること。 

⑤ 原子炉の運転中に主復水器により当該原子炉から熱を除去できない場合において、残留

熱除去系装置等によって当該原子炉から残留熱を直ちに除去できないときに、原子炉格

納容器の圧力抑制機能が喪失すること。 

⑥ 全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が１時間以上継続す

ること。 

⑦ 全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が５分間以上継続す

ること。 

⑧ 炉心の損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射線量を検知すること。 

⑨ 原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が非常用炉心冷却装置（当該原子炉へ低圧で注水

するものに限る。）が作動する水位まで低下した場合において、全ての非常用炉心冷却

装置等による注水ができないこと。 

⑩ 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メートルの水位まで低下

すること、又は当該水位まで低下しているおそれがある場合において、当該貯蔵槽の水

位を測定できないこと。 

⑪ 原子炉制御室が使用できない場合に原子炉制御室外操作盤室若しくは緊急時制御室が使

用できなくなること、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に原

子炉施設の状態を表示する全ての装置若しくは原子炉施設の異常を表示する全ての警報

装置（いずれも原子炉制御室及び緊急時制御室に設置されたものに限る。）が使用でき

なくなること。 

⑫ 燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した場合において、原子炉格納容器の

障壁が喪失するおそれがあること。 

⑬ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事態宣言の判断

基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業

所外運搬に係る場合を除く。）。 

⑭ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放射性物質又

は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出されるおそれがあり、原

子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要がある事象が発生すること。 

ＰＡＺ内の住民避

難等の防護措置を

行うとともに、Ｕ

ＰＺ及び必要に応

じてそれ以遠の周

辺地域において、

放射性物質放出後

の防護措置実施に

備えた準備を開始

する。放射性物質

放出後は、計測さ

れる空間放射線量

率などに基づく防

護措置を実施す

る。 

令和７年(２０２５年)１０月３日現在 
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資料－２ ＰＡＺ自家用車避難者への安定ヨウ素剤緊急配布場所候補地 

（令和８年（２０２６年）７月時点） 

 

【糸魚川・妙高方面】 

対象地区：荒浜・松波・西中通 

避難経路 候補地 

国道３５２号 みなとまち海浜公園 

臨港道路 柏崎港 

高速道 北陸自動車道 米山ＳＡ上り 

国道８号 風の丘・柏崎コレクションビレッジ 

国道３５２号 ◎柏崎原子力広報センター 

県道荒浜中田線 柏崎地域振興局・劔資材置場 

◎は一時集合場所と共通 

 

【村上方面】 

対象地区：南部・二田（高浜は一時集合場所で配布） 

避難経路 候補地 

国道３５２号 石地海水浴場駐車場 

国道８号 県立歴史博物館 

高速道 北陸自動車道 大積ＰＡ下り 

 ◎西山ふるさと公苑 

◎は一時集合場所と共通 

 

【湯沢方面】 

対象地区：中通（成沢、五十土、小黒須は一時集合場所で配布） 

避難経路 候補地 

県道鯨波宮川線 JAえちご中越柏崎カントリーエレベーター 

国道８号 県立歴史博物館 ※ 

※県立歴史博物館は村上方面と共通 

 

（「新潟県安定ヨウ素剤配布計画(Ver.2.1)令和８年７月」から抜粋） 
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資料－３ 県が定めた避難退域時検査会場候補地 

（令和８年（２０２６年）７月時点） 

 

■避難経路上の避難退域時検査会場候補地 

避難先方面 No. 施設名称 所在地 

村上方面 

1 野積海水浴場駐車場 長岡市寺泊野積 

2 長岡市寺泊文化センター 長岡市寺泊磯町 

3 道の駅 良寛の里わしま駐車場 長岡市島崎 

4 田ノ浦海水浴場駐車場 新潟市西蒲区間瀬 

5 間瀬下山海水浴場駐車場 新潟市西蒲区間瀬 

6 

弥彦競輪駐車場（弥彦村総合コ

ミュニティセンター）（弥彦体育

館） 

西蒲原郡弥彦村大字

上泉 

7 道の駅 国上  燕市国上 

8 大河津分水さくら公園 燕市五千石 

9 燕市分水公民館 燕市分水新町 

10 吉田ふれあい広場 燕市大保 

11 北陸自動車道 栄ＰＡ 下り 
三条市福島新田字上

道下丙 

12 北陸自動車道 黒埼ＰＡ 下り 
新潟市西区木場字大

南 

13 
日本海東北自動車道 豊栄ＳＡ 

下り 
新潟市北区高森 

湯沢・南魚沼方面 

14 月岡公園 魚沼市堀之内 

15 魚沼市響きの森文化会館 
魚沼市干溝（県立響き

の森公園内） 

16 堀之内除雪ステーション駐車場 魚沼市下島 

17 八色の森公園 南魚沼市浦佐 

18 
関越自動車道 堀之内ＰＡ 上

り 

魚沼市大字根小屋字

清水の上 

19 関越自動車道 大和ＰＡ 上り 南魚沼市茗荷沢 

20 
十日町地域地場産業振興センタ

ー（道の駅クロステン） 
十日町市本町 

21 
越後妻有文化ホール・十日町市

中央公民館「段十ろう」 
十日町市本町 

22 道の駅 瀬替えの郷せんだ 十日町市中仙田甲 
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避難先方面 No. 施設名称 所在地 

妙高・糸魚川・上越方面 

23 道の駅 まつだいふるさと会館 十日町市松代 

24 
直江津港南ふ頭緑地公園（直江

津みなと風車公園） 
上越市直江津 

25 直江津港東ふ頭緑地施設 上越市大字黒井 

26 南部産業団地 上越市頚城区上吉 

27 
大島就業改善センター（大島地

区公民館）大島区総合事務所 
上越市大島区岡 

28 柿崎総合運動公園 上越市柿崎区法音寺 

29 
大潟区総合事務所 

大潟地区公民館 
上越市大潟区土底浜 

30 
道の駅 よしかわ杜氏の郷 

長峰温泉ゆったりの郷 

上越市吉川区杜氏の

郷 

上越市吉川区長峯 

31 
国道８号渋柿浜簡易ＰＡ駐車

場 
上越市大潟区渋柿浜 

32 
北陸自動車道 大潟ＰＡ 上

り 

上越市大潟区大字蜘

ヶ池字観音山外 

33 
北陸自動車道 名立谷浜ＳＡ 

上り 

上越市茶屋ヶ原宮ノ

平 

34 
上信越自動車道  新井ＰＡ 

上り 

妙高市大字猪野山字

大内田 

 

 ■避難経路以外の避難退域時検査会場候補地 

No. 施設名称 所在地 

1 道の駅 Ｒ２９０とちお 長岡市栃尾宮沢 

2 燕市体育センター・交通公園 燕市大曲 

3 道の駅 パティオにいがた 見附市今町１丁目 

4 見附運動公園 見附市本町字焼田所 

5 栄野球場 三条市岡野新田 

6 三条市役所下田庁舎 三条市荻堀 

 

  ※候補地は追加や施設の状況変化（改修、譲渡等）を踏まえて、適宜見直す。 

 

（「新潟県避難退域時検査・簡易除染マニュアル(Ver.2.1)令和８年７月」に基づき柏崎市作成） 
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■避難退域時検査会場候補地 位置図 

 

（「新潟県避難退域時検査・簡易除染マニュアル(Ver.2.1)令和８年７月」から抜粋） 
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資料－４ 県が定めた原子力災害時における社会福祉施設の避難先一覧表（ＰＡＺ） 

「平成２７年５月１２日付け 新潟県福祉保健部 福祉保健課長通知」及び 

令和８年３月３１日付け更新連絡に基づき柏崎市作成 

重点 

区域 

地区 

コミュニティ 
種類・施設名 定員数 

避難先 

市町村 
避難先施設の種類・名称 

ＰＡＺ 二田 
特別養護老人ホーム 

にしかりの里 
９０ 

村上市 

特別養護老人ホーム 

さつき園 

住所：村上市北新保 683-9 

村上市 

特別養護老人ホーム 

たかつぼ 

住所：村上市下鍛冶屋 572-7 

村上市 

特別養護老人ホーム 

羽衣園 

住所：村上市岩沢 1616  

村上市 

特別養護老人ホーム 

いわくすの里 

住所：村上市上の山 2-17  

ＰＡＺ 西中通 
特別養護老人ホーム 

なごみ荘 
８０ 

妙高市 

特別養護老人ホーム 

みなかみの里 

住所：妙高市大字上新保 549  

妙高市 

特別養護老人ホーム 

名香山苑 

住所：妙高市大字関川 733-20 

上越市 

特別養護老人ホーム 

いなほ園 

住所：上越市上真砂 219 

上越市 

特別養護老人ホーム 

新光園 

上越市新光町 3-10-31 

上越市 

介護老人保健施設 

高田の郷 

住所：上越市新南町 28-3 

ＰＡＺ 西中通 
有料老人ホーム 

はなことば柏崎 
３２ 

新潟市 

有料老人ホーム 

はなことば新潟 

住所：新潟市中央区湖南 5-2 

新潟市 

有料老人ホーム 

はなことば新潟２号館 

住所：新潟市中央区小張木 2-16-56 

ＰＡＺ 西中通 

高齢者グループホーム 

ツクイ柏崎グループホ

ーム 

１８ 

新潟市 

高齢者グループホーム 

ツクイ新潟姥ヶ山グループホーム 

住所：新潟市中央区姥ヶ山 6-2-32 

上越市 

有料老人ホーム 

ツクイ・サンシャイン上越 

住所：上越市五智 2-1-1 
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重点 

区域 

地区 

コミュニティ 
種類・施設名 定員数 

避難先 

市町村 
避難先施設の種類・名称 

ＰＡＺ 西中通 

小規模多機能型居宅介護 

ALPHAS さわやか苑柏崎

春日多機能ケアセンター 

２９ 新潟市 

小規模多機能型居宅介護 

ALPHAS さわやか苑鳥屋野多機能ケア

センター 

住所：新潟市中央区小張木 3-6-3 

ＰＡＺ 西中通 

サービス付き高齢者向け

住宅 

ALPHAS さわやか苑柏崎

春日シルバーハウス 

２７ 三条市 

サービス付き高齢者向け住宅 

ALPHAS さわやか苑三条東シルバーハ

ウス 

住所：三条市北入蔵 2-7-14 

ＰＡＺ 松波 

小規模多機能型居宅介護 

ＳＯＭＰＯケア 柏崎松

波 小規模多機能 

２９ 

糸魚川市 

特別養護老人ホーム 

おおさわの里 

住所：糸魚川市大字大沢 313-1 

糸魚川市 

特別養護老人ホーム 

みやまの里 

住所：糸魚川市大野 129 

ＰＡＺ 松波 

障害児入所・障害者支援

施設 

さざなみ学園 

４０ 糸魚川市 

障害者支援施設 

メモリアルホームみずほ 

住所：糸魚川市水保 1728 

ＰＡＺ 松波 
障害者支援施設 

松波の里 
４０ 妙高市 

障害者支援施設 

にしき園 

住所：妙高市錦町 2-8-1 

ＰＡＺ 松波 
障害者支援施設 

松風の里 
４０ 

上越市 

障害者支援施設 

かなやの里 

住所：上越市下馬場 576-78 

ＰＡＺ 松波 
障害者グループホーム 

なぎさホーム 
５ 

ＰＡＺ 松波 
障害者グループホーム 

風ＳＵＮホーム 
５ 

ＰＡＺ 西中通 
障害者グループホーム 

風の丘ホーム 
５ 

ＰＡＺ 西中通 
障害者グループホーム 

やまもとホーム 
４ 

ＰＡＺ 松波 

高齢者グループホーム 

愛の家グループホーム柏

崎松波 

１８ 

新潟市 

高齢者グループホーム 

愛の家グループホーム新潟鳥屋野 

住所：新潟市中央区鳥屋野南 3-25-14 

新潟市 

高齢者グループホーム 

愛の家グループホーム新潟坂井 

住所：新潟市西区坂井 2-13-30 

ＰＡＺ 松波 
ショートステイ 

ケアセンター久松 
４０ 燕市 

社会福祉法人 

つばめ福祉会 

法人住所：燕市大曲 2486番地 

ＰＡＺ 二田 
ショートステイ 

シャリテ花はな 
３６ 

燕市 

ショートステイ 

ラビット花はな 

住所：燕市吉田鴻巣 106-1 

胎内市 

ショートステイ 

アップル花はな 

住所：胎内市西条 614-1 
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資料－５ 放射線防護対策施設一覧表（柏崎市内） 

（「新潟県原子力災害広域避難計画（令和８年６月）」から一部抜粋、柏崎市加工） 

種 類 種類・施設名 
重点 

区域 
住 所 整備年度 

高齢者福祉施設 

特別養護老人ホーム 

にしかりの里 
ＰＡＺ 

柏崎市西山町長嶺 1726番地

1 

Ｈ２６ 

(２０１４) 

特別養護老人ホーム 

なごみ荘 
ＰＡＺ 柏崎市原町４番 23号 

Ｈ２６ 

(２０１４) 

介護付有料老人 

ホーム 

ロージィ・コート柏崎 ＵＰＺ 柏崎市三和町６番 43号 
Ｈ２７ 

(２０１５) 

ハートフルケア柏崎 ＵＰＺ 柏崎市大字古町 725番地 
Ｈ２９ 

(２０１７) 

障害福祉施設 

さざなみ学園 ＰＡＺ 柏崎市松四丁目 12番 81号 
Ｈ２６ 

(２０１４) 

松風の里 ＰＡＺ 柏崎市松波四丁目８番８号 
Ｈ２６ 

(２０１４) 

特別支援学校 はまなす特別支援学校 ＰＡＺ 柏崎市松波四丁目 10番１号 
Ｈ２９ 

(２０１７) 

医療機関 

柏崎総合医療センター ＵＰＺ 
柏崎市北半田二丁目 11番３

号 

Ｈ２８ 

(２０１６) 

国立病院機構 新潟病院 ＵＰＺ 柏崎市赤坂町３番 52号 
Ｈ２８ 

(２０１６) 

関病院  ＵＰＺ 柏崎市元城町１番 42号 
Ｒ１ 

(２０１９) 

一時退避所 

柏崎原子力広報センター ＰＡＺ 柏崎市荒浜一丁目３番 32号 
Ｈ２７ 

(２０１５) 

高浜コミュニティ 

センター 
ＰＡＺ 柏崎市大字宮川 2298番地３ 

Ｈ２７ 

(２０１５) 

中通コミュニティ 

センター 
ＰＡＺ 柏崎市大字曽地 130番地４ 

Ｒ５ 

(２０２３) 

西山町いきいき館 ＵＰＺ 柏崎市西山町池浦 877番地 
Ｒ７ 

(２０２５) 

現地災害対策 

拠点施設 
柏崎市役所 ＵＰＺ 柏崎市日石町２番１号 

Ｒ２ 

(２０２０) 

 



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏崎市原子力災害広域避難計画 

 

 

令和８年（２０２６年)８月 

 

担当課：柏崎市危機管理部防災・原子力課 

〒945-8511 柏崎市日石町２番１号 

電話 0257-21-2323（直通） 


